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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第13期中 第14期中 第15期中 第13期 第14期

会計期間

自　平成18年
　　３月１日
至　平成18年
　　８月31日

自　平成19年
　　３月１日
至　平成19年
　　８月31日

自　平成20年
　　３月１日
至　平成20年
　　８月31日

自　平成18年
　　３月１日
至　平成19年
　　２月28日

自　平成19年
　　３月１日
至　平成20年
　　２月29日

売上高 (千円) 4,648,8514,719,5704,835,1709,328,50610,114,547

経常利益又は経常損失
(△)

(千円) 23,466 13,680△312,531 157,057△67,802

中間(当期)純損失(△)又
は当期純利益

(千円) △171,492△69,698△425,467 71,320△218,130

純資産額 (千円) 1,631,1111,807,4311,229,3921,875,6041,657,151

総資産額 (千円) 2,959,8223,172,3082,654,3963,223,9803,259,234

１株当たり純資産額 (円) 49.86 55.25 37.58 57.33 50.66

１株当たり中間(当期)純
損失(△)又は当期純利益

(円) △5.24 △2.13 △13.01 2.18 △6.67

潜在株式調整後１株当た
り中間(当期)純利益

(円) ― ― ─ 2.18 ─

自己資本比率 (％) 55.1 57.0 46.3 58.2 50.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 300,424 232,500△336,019 368,281 144,448

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 47,698 △24,960△189,068 114,888 306,026

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △98,371△358,700 △1,571 △141,971△361,880

現金及び現金同等物
の中間期末(期末)残高

(千円) 523,783 465,120 177,167 616,030 704,240

従業員数
〔外平均臨時雇用者数〕

(名)
120

〔329〕
125

〔307〕
85　

〔150〕
115

〔331〕
118　

〔299〕

(注) １　売上高には消費税等は含まれておりません。

２　第13期中、第14期中、第15期中及び第14期の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、新株引

受権及び新株予約権はありますが、１株当たり中間(当期)純損失であるため記載しておりません。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第13期中 第14期中 第15期中 第13期 第14期

会計期間

自　平成18年
　　３月１日
至　平成18年
　　８月31日

自　平成19年
　　３月１日
至　平成19年
　　８月31日

自　平成20年
　　３月１日
至　平成20年
　　８月31日

自　平成18年
　　３月１日
至　平成19年
　　２月28日

自　平成19年
　　３月１日
至　平成20年
　　２月29日

売上高 (千円) 4,585,1914,629,3134,786,7169,154,8429,938,781

経常利益又は経常損失
(△)

(千円) 37,127 6,785 △270,375 159,231△26,723

中間(当期)純損失(△)又
は当期純利益

(千円) △160,124△76,557△349,745 70,748△288,349

資本金 (千円) 2,877,1632,877,1632,877,1632,877,1632,877,163

発行済株式総数 　(株) 32,713,21132,713,21132,713,21132,713,21132,713,211

純資産額 (千円) 1,636,8221,791,1061,229,6621,867,7371,579,437

総資産額 (千円) 2,947,9423,139,0042,608,9293,208,1833,140,550

１株当たり純資産額 　(円) 50.04 54.75 37.59 57.09 48.28

１株当たり中間(当期)
純損失(△)又は当期純
利益

　(円) △4.89 △2.34 △10.69 2.16 △8.81

潜在株式調整後
１株当たり中間
(当期)純利益

　(円) ― ― ─ 2.16 ─

１株当たり配当額 　(円) ― ― ─ ― ─

自己資本比率 　(％) 55.5 57.1 47.1 58.2 50.3

従業員数
〔外平均臨時雇用者数〕

　(名)
113

〔322〕
118

〔297〕
81　

〔144〕
109

〔325〕
114　

〔290〕

(注) １　売上高には消費税等は含まれておりません。

２　第13 期中、第14 期中、第15 期中及び第14 期の潜在株式調整後1 株当たり中間（当期）純利益については、新

株引受権及び新株予約権はありますが、１株当たり中間(当期)純損失であるため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重要

な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

　

３ 【関係会社の状況】

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成20年８月31日現在

区分 従業員数（名）

全社共通 85（150）

合計 85（150）

(注) １　従業員は就業人員であり、臨時雇用者数は、当中間連結会計期間の平均人員を（　）外数で記載しております。

２　当社及び連結子会社は、単一事業分野において営業を行っており、従業員数は全社共通としております。

３　従業員数が当中間連結会計期間において33名減少しておりますが、主として平成20年４月１日付で、持分法適

用会社である株式会社アニブロへの転籍、自己都合退職によるものであります。

　

(2) 提出会社の状況

平成20年８月31日現在

区分 従業員数（名）

全社共通 81（144）

合計 81（144）

(注) １　従業員は就業人員であり、臨時雇用者数は、当中間会計期間の平均人員を（　）外数で記載しております。

２　当社は、単一事業分野において営業を行っており、従業員数は全社共通としております。

３　従業員数が当中間会計期間において33名減少しておりますが、主として平成20年４月１日付で、持分法適用会

社である株式会社アニブロへの転籍、自己都合退職によるものであります。

　

(3) 労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は安定しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

①  中間連結会計期間の概況

　当中間連結会計期間におけるわが国経済は、米国のサブプライムローン問題の深刻化等で米国景気が後

退局面入りを示唆しており、これを受けて円高、株安、材料高の影響があらわれ景気の停滞色が強まって

きております。当社の属するエンターテインメント業界においては、消費者の嗜好の多様化と配信構造の

変化等により競争がますます激化し、また複雑になってきております。小売業界においては、個人消費の

動向が弱含みの状況である中で、引き続き業界再編成の動きが加速しております。

　このような状況下、当社グループは、前期に株式会社アニメイトとの資本・業務提携を行い、共同出資の

株式会社アニブロを設立し新ブランド「アニブロゲーマーズ」による店舗展開と顧客層の拡大に向けた

基盤づくりを図ってまいりました。

（コンテンツ開発機能)　(マーチャンダイジング機能）

　定番のオリジナルキャラクターである「ギャラクシーエンジェル」、「デ・ジ・キャラット」は強弱を

つけながら長期的な展開をはかりつつ、当社の得意分野であるトレーディングカードゲームにつきまし

ては株式会社富士見書房をはじめとする角川グループと協力した「プロジェクトレヴォリューショ

ン」、株式会社グループエス・エヌ・イー・株式会社富士見書房と協力した「モンスター・コレクショ

ン」、週刊少年ジャンプの人気作品「家庭教師ヒットマンREBORN！」のカードゲームを発売してまいり

ました。

　その他、他社から人気作品・キャラクターのライセンスを取得し、ゲーム、グッズ等の商品化を行ってま

いりました。同時に、女性向けキャラクターグッズの展開など、顧客層の拡大もはかっております。 

（コミュニケーション機能）

　イベント出展やコンサートにつきましては効率を高めるため、選択と集中を進め顧客満足度の高いイベ

ントを展開してまいりました。また、カードゲーム大会、講習会は引き続き注力し、顧客のコミュニティの

形成に努めてまいりました。

　(販売機能)

　当中間連結会計期間において、株式会社アニメイトとの共同出資会社株式会社アニブロと協力し運営を

行う「アニブロゲーマーズ」の第一号店として池袋店の新規出店や秋葉原本店に隣接する形で新ビルへ

の出店を行いました。また町田店・名古屋店・仙台店をアニブロゲーマーズ化するとともに同一エリア

内へ移転いたしました。

　当中間連結会計期間末における当社グループの店舗は、国内直営店舗16店舗、フランチャイズ店３店舗、

海外子会社１店舗の合計20店舗となっております。

②売上高・利益の状況 

　（リテール部門） 

  　リテール事業の国内店舗部門は、秋葉原地区を除く既存店売上高は前年同期比90.3％、秋葉原本店は

前年同期比99.0％となり、全店では前年同期比95.1％の3,051百万円となりました。この要因としまして

は、アニブロゲーマーズ化による業務の移行時期に伴って周辺競合店への顧客分散や人材の流出を招い

たこと、また秋葉原エリアでは社会事件の発生などの影響を受け、旗艦店舗の秋葉原店への来店客数が低

迷したことなどが挙げられます。製商品別では、発売となった自社トレーディングカードゲームや自社

グッズと、他社商品の書籍、トレーディングカードの販売が好調に推移しました。
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　米国子会社の店舗販売実績は前年同期比29.9％の２百万円であり、これを加えた連結ベースでは、前年

同期比95.1％の3,054百万円となりました。 

（卸売等の非店舗売上：コンテンツ製品卸売、通信販売等の状況）

国内本社部門の売上高は前年同期比122.3％の1,735百万円となりました。主な要因として、自社製品の販

売である国内卸売で特にトレーディングカードゲームの受注が好調だったことで、売上高が前年同期比

130.9％の1,375百万円となったことによります。国内通信販売売上は210百万円（前年同期比153.1％）、

イベント関連売上については69百万円（前年同期比69.4％）となり、ロイヤリティ収入（共同制作分配

金等）は9百万円（前年同期比23.6％）、広告収入売上は前年同期比61.4％の5百万円、企画開発を行った

請負売上は前年同期比112.8％の39百万円となりました。

　ブロッコリー音楽出版株式会社の売上高は前年同期比91.1％の14百万円、BroccoliInternationalUSA

Inc.の非店舗売上高は前年同期比45.3％の44百万円であり、連結の非店舗売上高は前年同期比118.2％の

1,780百万円となりました。

　この結果、当中間連結会計期間の売上高は4,835百万円（前年同期比115百万円の増加）となりました。

売上総利益は、売上総利益率が20.2％(前年同期比5.9ポイント低下)となり、974百万円（前年同期比257

百万円の減少）となりました。この主な要因としましては、他社商品の取扱増加により売上高構成比が変

動し粗利益率が低下したこと、仕掛品の評価替えを行ったことにより原価が増加したこと、店舗の出店及

び移転による商品仕入の増加などが挙げられます。

これにより営業損失が314百万円（前年同期比323百万円の利益減少）となり、経常損失も312百万円（前

年同期比326百万円の利益減少）となりました。

　また、当中間連結会計期間におきまして、特別利益として、係争中でありました株式会社レイアップの訴

訟案件で和解が成立したことによる訴訟損失引当金戻入益13百万円を計上し、特別損失として、店舗の移

転閉店に伴う固定資産除却損と閉店損失など122百万円を計上したことにより、税金等調整前中間純損失

は416百万円（前年同期比357百万円の利益減少）となり、中間純損失は425百万円（前年同期比355百万

円の利益減少）となりました。

　

 (2) キャッシュ・フロー

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は527百万円減少し、当中間連

結会計期間末残高は177百万円となりました。 

　当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

　営業活動の結果減少した資金は336百万円でした。これは、税金等調整前中間純損失が416百万円となっ

たことのほか、主にたな卸資産が65百万円減少したこと及び、仕入債務が260百万円増加したことがプラ

ス要因であり、売上債権が201百万円、未収金が113百万円増加したことがマイナス要因であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

　投資活動により減少した資金は189百万円でした。これは主に有形固定資産の取得のための支出が13百

万円、無形固定資産の取得のための支出が４百万円、敷金保証金の差入が174百万円あったことによるも

のであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

　財務活動により使用した資金は１百万円でした。
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２ 【生産、仕入及び販売の状況】

当中間連結会計期間の生産、仕入、受注、販売の実績は以下のとおりであります。

　

(1) 生産実績

当中間連結会計期間の生産実績を製品の品目別に示すと、以下のとおりであります。

　

区分 平成20年８月期(千円) 前年同期比(％)

本 36,615 98.3

ＣＤ 22,929 60.2

ＤＶＤ 14,451 35.4

ゲーム 119,177 79.7

トレーディングカード 315,541 78.9

グッズ・その他 166,250 184.8

合　　計 674,966 89.4

(注) １　金額には、消費税等は含まれておりません。

２　金額は製造原価によっております。

　

(2) 仕入実績

当中間連結会計期間の仕入実績を商品の品目別に示すと、以下のとおりであります。

　

区分 平成20年８月期(千円) 前年同期比(％)

本 823,463 101.3

ＣＤ 315,487 74.5

ＤＶＤ 424,188 94.8

ゲーム 391,308 87.0

トレーディングカード 348,617 254.8

グッズ・その他 662,486 188.2

合　　計 2,965,552 113.1

(注)　金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 受注実績

当社グループは見込み生産を行っているため、該当事項はありません。
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(4) 販売実績

当中間連結会計期間の販売実績を流通経路別、製商品別、品目別に示すと、以下のとおりであります。

　

流通経路 製商品別 品目別 平成20年８月期(千円) 前年同期比(％)

本 13,626 22.5

卸売 製品 ＣＤ 14,139 69.4

ＤＶＤ 8,732 40.9

ゲーム 160,225 73.7

トレーディングカード 381,051 68.2

グッズ・その他 191,412 195.9

製品計 769,188 78.8

本 3,735 177.5

商品 ＣＤ 6,436 325.7

ＤＶＤ 438 50.1

ゲーム 6,301 81.5

トレーディングカード 586,351 435.8

グッズ・その他 59,206 153.0

商品計 662,470 356.3

卸売計 1,431,659 123.2

本 15,035 85.6

小売 製品 ＣＤ 11,400 81.3

ＤＶＤ 4,441 11.6

ゲーム 13,028 77.9

トレーディングカード 101,935 77.3

グッズ・その他 58,323 140.9

製品計 204,165 78.6

本 1,099,717 101.5

商品 ＣＤ 386,998 69.6

ＤＶＤ 555,134 96.6

ゲーム 368,215 85.0

トレーディングカード 223,736 162.6

グッズ・その他 216,252 129.0

商品計 2,850,054 96.5

小売計 3,054,220 95.1

ロイヤリティー収入 19,143 37.5

その他 330,146 112.2

合　　計 4,835,170 102.4

(注) 金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が対処すべき課題について、新たに生じた課

題は次のとおりであります。

景気の先行き不透明感が増し、個人消費の動向が弱含みで推移する現況下、当社グループの属するエンターテインメ

ント業界においては、消費者の嗜好の多様化と配信構造の変化等による競争の激化が進む中で、当社は、いち早く、前期

に業界大手の株式会社アニメイトと資本・業務提携契約を締結し、同社との共同出資による新会社、株式会社アニブロ

を設立するとともに新ブランド「アニブロゲーマーズ」を立ち上げました。しかしながら、当社グループは、新ブランド

「アニブロゲーマーズ」の顧客へのブランディングに時間を要したとともに、「アニブロ」店舗へのリニューアルに伴

う初期コストと移行コストの一時負担を吸収できなかったこと、また、当社グループ主力エリアである秋葉原での社会

事件の発生による一時的な顧客離れが生じたこと等による売上の減少が生じたことにより、平成20年２月期において営

業損失69,229千円、当期純損失218,130千円を計上し、当中間連結会計期間においても、営業損失314,124千円、中間純損

失425,467千円を計上したことで、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在しております。

　当社グループは、このような状況を解消すべく、引き続き株式会社アニメイトとの業務提携関係を強化し、同社との人

的交流を高めていくことで、店舗運営を中心とした経営ノウハウの向上、及び販売力、サービス力、商品企画力並びに新

商品創出力を強めるとともに、同社と一体となって新ブランド「アニブロゲーマーズ」のブランディングを加速化する

ことで、「アニブロ店舗」の活性化を図り、顧客満足度の高い店舗作りに取り組み、採算性と収益性の高い店舗への店舗

改革を推進してまいります。また、株式会社アニメイトと協力して仕入率の見直しを図ることにより仕入コストの削減、

店舗の効率的運営によるコストパフォーマンスの向上に努めてまいります。これらの課題に全社一丸となって邁進する

ことにより、早期に安定的な黒字体質への転換を目指してまいります。

　なお、中間連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を中間連結財務諸表に

は反映しておりません。

　

４ 【経営上の重要な契約等】

当中間連結会計期間において新たに締結された重要な契約は次のとおりであります。

　

契約年月日 相手方の名称 契約品目 契約内容 契約期間

平成20年３月１日 株式会社アニブロ
業務委託
基本契約書

当社が、営業する店舗
における運営の業務
委託に関する具体的
内容を定める。

契約締結日より３年間

平成20年３月６日 任天堂株式会社 ニンテンドーDS

当社が、任天堂の製造
・販売するニンテン
ドーDSに適合する
ゲームソフトを開発
するために任天堂が
保有する知的財産権
の開示及び許諾を受
ける。

契約締結日より１年間

平成20年４月１日 株式会社アニブロ
共同仕入に
関する契約書

当社が、営業する店舗
における商品の共同
仕入に関する具体的
内容を定める。

契約締結日より５年間

平成20年７月８日 株式会社日本一ソフトウェア 夢想灯籠

当社は制作費の20％
を負担することで、本
作品の二次利用に関
する優先権と、ソフト
そのものの利用の収
益から分配金を得る。

契約日より３年間

平成20年８月４日 有限会社サーカス
PlayStation2版
「truetears」

当社は制作費の50％
を負担することで、本
作品の日本国内にお
いての独占頒布権と、
ソフトそのものの利
用の収益から分配金
を得る。

著作権存続期間中有効
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５ 【研究開発活動】

(1)研究開発活動の目的

当社グループの研究開発活動は、新たなコンテンツを創出することを主な目的とし、特にゲームソフト

の新しい製品を市場に送り出すための企画開発等を行っております。

　

(2)研究開発活動の成果

当中間連結会計期間における主な研究開発活動の成果としてはゲームソフト「空を飛ぶ、３つの方

法。」「新世紀エヴァンゲリオン綾波育成計画DS with アスカ補完計画」であります。

　

(3)研究開発活動の金額

当中間連結会計期間の研究開発費の総額は４百万円で、全て一般管理費に含まれております。
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第３ 【設備の状況】

１ 【主要な設備の状況】

当中間連結会計期間において、「２　設備の新設、除却等の計画」に記載した事項以外に、以下の店舗設備

を除却しております。

会社名
事業所名
（所在地）

設備の内容 除却理由 除却額(百万円) 摘要

提出会社
ゲーマーズ仙台店
（宮城県仙台市）

店舗設備 店舗移転 ２ 賃借店舗

　

２【設備の新設、除却等の計画】

　

(1) 重要な設備計画の変更

前連結会計年度末に計画していた設備計画で変更されたものはありません。

　

(2) 重要な設備計画の完了

前連結会計年度末に計画していた設備計画のうち、当中間連結会計期間に完了したものは以下のとお

りであります。

①重要な設備の新設等

会社名
事業所名
（所在地）

設備の内容
投資額
(百万円)

完了年月
新設による売り
場面積の増加

提出会社
AKIHABARA
ゲーマーズ本店
(東京都千代田区)

店舗什器備品 45
平成20年
７月

994㎡

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

②重要な設備の除却等

会社名
事業所名
（所在地）

設備の内容
帳簿額
(百万円)

完了年月
除却による売り
場面積の減少

提出会社
アニブロゲーマーズ
名古屋店
（愛知県名古屋市）

店舗設備 １ 平成20年４月 156㎡

提出会社
アニブロゲーマーズ
町田店
（東京都町田市）

店舗設備 ─ 平成20年５月 309㎡

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

　
　

(3) 重要な設備の新設等

当中間連結会計期間において、新たに確定した店舗の移転計画は、以下のとおりであります。

会社名
事業所名
（所在地）

設備の内容

投資予定額

資金調達方法
着手
年月

完了予定
年月

移転後売り場
面積の減少総額

(百万円)
既支払額
(百万円)

提 出
会社

アニブロゲーマー
ズ札幌店
（北海道札幌市）

店舗設備 18 ─ 自己資金
平成20年
９月

平成20年
９月

229㎡

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(4) 重要な設備の除却等

当中間連結会計期間において、新たに確定した店舗の除却計画は以下のとおりであります。
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会社名
事業所名
（所在地）

設備の内容
期末帳簿価額
(百万円)

除却予定
年月

除却等による
売り場面積の
減少

提出会社
ゲーマーズ札幌店
（北海道札幌市）

店舗設備 ２ 平成20年９月 509㎡

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(平成20年８月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年11月28日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 32,713,21132,713,211
ジャスダック
証券取引所

―

計 32,713,21132,713,211― ―

(注) 提出日現在の発行数には、平成20年11月１日からこの半期報告書提出までの新株予約権の行使により発行された

株式数は含まれておりません。
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(2) 【新株予約権等の状況】

旧商法第280条ノ19の規定に基づくストックオプション（新株引受権）の内容は次のとおりであります。

株主総会の特別決議(平成12年２月28日)

中間会計期間末現在
(平成20年８月31日)

提出日の前月末現在
(平成20年10月31日)

新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 10,000 10,000

新株予約権の行使時の払込金額(円) 175 同左

新株予約権の行使期間
平成14年３月１日から
平成22年２月28日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　175
資本組入額　 88

同左

新株予約権の行使の条件

 
１　行使時に当社の取締役又
は従業員であることを要す
る。
２　次に定める場合には新株
予約権は喪失する。
(1)死亡以外の事由により
取締役又は従業員ではな
くなったとき。
(2)行使期間到来までに死
亡したとき。
(3)行使期間到来後に死亡
した場合でも相続人は新
株引受権を相続できな
い。

 

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡、質入、その他一切の処分
及び相続は認めない。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

― ―
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株主総会の特別決議(平成13年２月26日)

中間会計期間末現在
(平成20年８月31日)

提出日の前月末現在
(平成20年10月31日)

新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 24,000 24,000

新株予約権の行使時の払込金額(円) 750 同左

新株予約権の行使期間
平成15年３月１日から
平成23年２月28日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　750
資本組入額　375

同左

新株予約権の行使の条件

 
１　行使時に当社の取締役又
は従業員であることを要す
る。
２　次に定める場合には新株
予約権は喪失する。
(1)死亡以外の事由により
取締役又は従業員ではな
くなったとき。
(2)行使期間到来までに死
亡したとき。
(3)行使期間到来後に死亡
した場合でも相続人は新
株引受権を相続できな
い。

 

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡、質入、その他一切の処分
及び相続は認めない。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

― ―
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平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づくストックオプションの内容は次のとおり

であります。

　

株主総会の特別決議(平成14年５月30日)

中間会計期間末現在
(平成20年８月31日)

提出日の前月末現在
(平成20年10月31日)

新株予約権の数(個) 16 16

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 16,000 16,000

新株予約権の行使時の払込金額(円) 157 同左

新株予約権の行使期間
平成16年５月31日から
平成24年５月30日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　157
資本組入額　 79

同左

新株予約権の行使の条件

１　新株予約権の割当を受け

た者は、権利行使時におい

て、当社の取締役、監査役も

しくは従業員の地位にある

ことを要す。ただし、任期満

了による退任、定年退職そ

の他正当な理由のある場合

にはこの限りでない。

２　新株予約権者の相続人に

よる新株予約権の行使は認

められない。

３　その他の条件については
「新株予約権割当契約書」
に定めるところによる。
 

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡、質入、その他一切の処分
及び相続は認めない。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

― ―
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株主総会の特別決議(平成15年５月27日) 

中間会計期間末現在
(平成20年８月31日)

提出日の前月末現在
(平成20年10月31日)

新株予約権の数(個) 36 36

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 36,000 36,000

新株予約権の行使時の払込金額(円) 142 同左

新株予約権の行使期間
平成17年５月28日から
平成25年５月27日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　　　142
資本組入額　　　 71

同左

新株予約権の行使の条件

１　新株予約権の割当を受け

た者は、権利行使時におい

て、当社の取締役、監査役も

しくは従業員の地位にある

ことを要す。ただし、任期満

了による退任、定年退職そ

の他正当な理由のある場合

にはこの限りでない。

２　新株予約権者の相続人に

よる新株予約権の行使は認

められない。

３　その他の条件については

「新株予約権割当契約書」

に定めるところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡、質入、その他一切の処分
及び相続は認めない。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

― ―
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(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額

(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成20年３月１日～
平成20年８月31日

─ 32,713,211 ─ 2,877,163 ─ 1,330,204
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(5) 【大株主の状況】

平成20年８月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

ガンホー・オンライン・エン
ターテイメント株式会社

東京都千代田区有楽町１丁目２番２号 6,299 19.25

株式会社アニメイト 東京都豊島区東池袋３丁目２番１号 3,700 11.31

株式会社アイシーズ 東京都渋谷区桜丘町３番３号 1,893 5.78

株式会社ＫＡＧＵＲＡ 東京都新宿区神楽坂３丁目２番宮坂ビル３F 1,600 4.89

グローバルユニオン　インベスト
メント　リミテッド　865100
（常任代理人　香港上海銀行東京
支店）

３/F Hutchison House 10
Harcourt Road,Central,Hong Kong
(東京都中央区日本橋３丁目11番１号)

1,361 4.16

リョウボウ　インターナショナル
　リミテッド　865000
（常任代理人　香港上海銀行東京
支店）

３/F Hutchison House 10
Harcourt Road,Central,Hong Kong
(東京都中央区日本橋３丁目11番１号)

1,361 4.16

木谷　高明 東京都練馬区 386 1.17

大阪証券金融株式会社（業務
口）

大阪市中央区北浜２丁目４番６号　 208 0.63

チェースマンハッタンバンク
ジーティーエス　クライアンツア
カウントエクスクロウ

５th Floor, Trinity Tower ９, Thomas
More Street London, E1W 1YT, United
Kingdom
(東京都中央区日本橋兜町６番７号)

157 0.47

ビー・エヌ・ピー・パリバ・セ
キユリテイーズ（ジヤパン）リ
ミテツド（ビーエヌピーパリバ
証券会社）

東京都千代田区丸の内一丁目９番１号
グラントウキョウ　ノースタワー　 

148 0.45

計 ― 17,113 52.31

(注)　上記のほか、証券保管振替機構名義の株式が1,211千株あります。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】　　　　　　　　　　　

平成20年８月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式
32,710,000

32,710 ―

単元未満株式
普通株式
3,211

― ―

発行済株式総数 32,713,211 ― ―

総株主の議決権 ― 32,710 ―

(注)１「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,211,000株(議決権1,211個)

 含まれております。

　　２「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己保有株式211株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成20年８月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―

(注)当該株式は、上記「発行済株式」の「単元未満株式」欄に含めております。
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２ 【株価の推移】

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成20年３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月

最高(円) 95 107 92 79 70 94

最低(円) 65 81 75 65 61 57

(注)　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について

(1)当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大

蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前中間連結会計期間（平成19年３月１日から平成19年８月31日まで）は、改正前の中間連結財務諸

表規則に基づき、当中間連結会計期間（平成20年３月１日から平成20年８月31日まで）は、改正後の中間連

結財務諸表規則に基づいて作成しております。

　

(2)当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令

第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前中間会計期間（平成19年３月１日から平成19年８月31日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則

に基づき、当中間会計期間（平成20年３月１日から平成20年８月31日まで）は、改正後の中間財務諸表等規

則に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成19年３月１日から

平成19年８月31日まで)及び当中間連結会計期間(平成20年３月１日から平成20年８月31日まで)並びに前

中間会計期間(平成19年３月１日から平成19年８月31日まで)及び当中間会計期間(平成20年３月１日から

平成20年８月31日まで)の中間連結財務諸表及び中間財務諸表について、三優監査法人により中間監査を受

けております。
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１ 【中間連結財務諸表等】

(1) 【中間連結財務諸表】

① 【中間連結貸借対照表】

　

前中間連結会計期間末

(平成19年８月31日)

当中間連結会計期間末

(平成20年８月31日)

前連結会計年度

要約連結貸借対照表

(平成20年２月29日)

区分
注記

番号
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

１　現金及び預金 465,120 177,167 704,240

２　売掛金 392,320 636,229 436,959

３　たな卸資産 1,402,995 1,047,625 1,117,383

４　未収金 ─ 248,656 135,370

５　その他 203,279 163,665 456,479

貸倒引当金 △5,042 △11,126 △1,050

流動資産合計 2,458,67377.5 2,262,21985.2 2,849,38287.4

Ⅱ　固定資産

１　有形固定資産

(1) 建物及び構築物 57,633 25,894 52,246

(2) 車両運搬具 105 94 105

(3) 器具備品 92,598 21,875 50,755

有形固定資産合計 ※１ 150,3374.7 47,8651.8 103,1063.2

２　無形固定資産 21,3010.7 12,3340.5 17,2030.5

３　投資その他の資産

(1) 敷金保証金 520,107 243,707 199,164

(2) その他 21,888 91,118 93,225

貸倒引当金 ─ △2,848 △2,848

投資その他の
資産合計

541,99517.1 331,97612.5 289,5418.9

固定資産合計 713,63422.5 392,17714.8 409,85112.6

資産合計 3,172,308100.0 2,654,396100.0 3,259,234100.0
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前中間連結会計期間末

(平成19年８月31日)

当中間連結会計期間末

(平成20年８月31日)

前連結会計年度

要約連結貸借対照表

(平成20年２月29日)

区分
注記

番号
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

１　買掛金 1,015,303 971,992 724,322

２　未払金 96,709 229,780 160,208

３　賞与引当金 11,313 6,422 10,163

４　返品調整引当金 9,167 35,027 43,767

５　ポイント引当金 21,700 17,500 25,900

６　閉店損失引当金 32,000 24,336 ─

７  FC解約損失引当金 ─ 10,000 ─

８  関係会社整理損失引
当金

─ 28,007 ─

９　訴訟損失引当金 ─ ─ 32,790

10　その他 169,458 93,480 591,923

流動負債合計 1,355,65242.7 1,416,54753.4 1,589,07648.8

Ⅱ　固定負債

１　その他 9,224 8,455 13,006

固定負債合計 9,2240.3 8,4550.3 13,0060.4

負債合計 1,364,87743.0 1,425,00353.7 1,602,08249.2

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

１　資本金 2,877,163 90.72,877,163 108.42,877,163 88.3

２　資本剰余金 1,330,204 41.91,330,204 50.11,330,204 40.8

３　利益剰余金 △2,408,676 △75.9△2,982,575 △112.4△2,557,107 △78.5

４　自己株式 ─ ─ △20 △0.0 △20 △0.0

株主資本合計 1,798,69056.7 1,224,77146.1 1,650,23850.6

Ⅱ　評価・換算差額等

１　その他有価証券
　　評価差額金

△76 △0.0 38 0.0 68 0.0

２　為替換算調整勘定 8,816 0.3 4,583 0.2 6,844 0.2

評価・換算差額等
合計

8,7400.3 4,6210.2 6,9130.2

純資産合計 1,807,43157.0 1,229,39246.3 1,657,15150.8

負債純資産合計 3,172,308100.0 2,654,396100.0 3,259,234100.0
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② 【中間連結損益計算書】

前中間連結会計期間

(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間連結会計期間

(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前連結会計年度
要約連結損益計算書
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 4,719,570100.0 4,835,170100.0 10,114,547100.0

Ⅱ　売上原価 3,487,34873.9 3,860,62579.8 7,681,23075.9

売上総利益 1,232,22226.1 974,54420.2 2,433,31724.1

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１ 1,222,91725.9 1,288,66826.7 2,502,54624.8

営業利益又は営業損失(△) 9,3040.2 △314,124△6.5 △69,229△0.7

Ⅳ　営業外収益

１　受取手数料 ─ 8,195 3,211  

２　負ののれん償却額 1,938 1,938 3,876

３　為替差益 2,900 ─ ─

４　その他 2,297 7,1350.2 2,643 12,7770.3 4,819 11,9070.1

Ⅴ　営業外費用

１　支払利息 2,355 771 2,849

２　支払手数料 ─ 1,571 3,159

３　持分法による投資損失 ─ 1,089 ─

４　為替差損 ─ 6,706 3,682

５　その他 404 2,7600.1 1,045 11,1840.3 789 10,4810.1

経常利益又は経常損失(△) 13,6800.3 △312,531△6.5 △67,802△0.7

Ⅵ　特別利益

　１　訴訟損失引当金戻入益 ─ 13,096 ─

２　ポイント引当金戻入益 ─ 4,749 ─

３　その他 ─ ─ ─ 1,132 18,9780.4 ─ ─ ─

Ⅶ　特別損失

１　固定資産除却損 ※２ 7,738 775 8,331

２　減損損失 ※３ 3,303 12,591 21,664

３　閉店損失 10,831 20,100 46,025

４　閉店損失引当金繰入額 32,000 24,336 ─

５　FC解約損失引当金繰入額 ─ 10,000 ─

６　関係会社整理損 ※４ ─ 54,427 ─

７　たな卸資産処分損 11,462 ─ 11,462

８　その他 ※５ 6,831 72,1681.5 545 122,7762.5 40,734128,2181.2

税金等調整前中間(当
期)純損失

58,487△1.2 416,329△8.6 196,021△1.9

法人税、住民税
及び事業税

11,21111,211 0.3 9,138 9,1380.2 22,10822,1080.3

中間(当期)純損失 69,698△1.5 425,467△8.8 218,130△2.2
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③ 【中間連結株主資本等変動計算書】

前中間連結会計期間(自　平成19年３月１日　至　平成19年８月31日)

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

平成19年２月28日残高(千円) 2,877,163 1,330,204 △2,338,977 1,868,389

中間連結会計期間中の変動額

　中間純損失 ─ ─ △69,698 △69,698

　株主資本以外の項目の中間連結
　会計期間中の変動額(純額)

─ ─ ─ ─

中間連結会計期間中の変動額合計
(千円)

─ ─ △69,698 △69,698

平成19年８月31日残高(千円) 2,877,163 1,330,204 △2,408,676 1,798,690

　

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成19年２月28日残高(千円) △2 7,217 7,214 1,875,604

中間連結会計期間中の変動額

　中間純損失 ─ ─ ─ △69,698

　株主資本以外の項目の中間連結
　会計期間中の変動額(純額)

△74 1,599 1,525 1,525

中間連結会計期間中の変動額合計
(千円)

△74 1,599 1,525 △68,173

平成19年８月31日残高(千円) △76 8,816 8,740 1,807,431
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当中間連結会計期間(自　平成20年３月１日　至　平成20年８月31日)

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成20年２月29日残高(千円) 2,877,1631,330,204△2,557,107 △20 1,650,238

中間連結会計期間中の変動額

　中間純損失 ─ ─ △425,467 ─ △425,467

　株主資本以外の項目の中間連結
　会計期間中の変動額(純額)

─ ─ ─ ─ ─

中間連結会計期間中の変動額合計
(千円)

─ ─ △425,467 ─ △425,467

平成20年８月31日残高(千円) 2,877,1631,330,204△2,982,575 △20 1,224,771

　

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成20年２月29日残高(千円) 68 6,844 6,913 1,657,151

中間連結会計期間中の変動額

　中間純損失 ─ ─ ─ △425,467

　株主資本以外の項目の中間連結
　会計期間中の変動額(純額)

△29 △2,261 △2,291 △2,291

中間連結会計期間中の変動額合計
(千円)

△29 △2,261 △2,291 △427,758

平成20年８月31日残高(千円) 38 4,583 4,621 1,229,392
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前連結会計年度(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日)

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年２月28日残高(千円) 2,877,1631,330,204△2,338,977 ─ 1,868,389

連結会計年度中の変動額

　当期純損失 ─ ─ △218,130 ─ △218,130

　自己株式の取得 ─ ─ ─ △20 △20

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

─ ─ ─ ─ ─

連結会計年度中の変動額合計
(千円)

─ ─ △218,130 △20 △218,150

平成20年２月29日残高(千円) 2,877,1631,330,204△2,557,107 △20 1,650,238

　

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成19年２月28日残高(千円) △2 7,217 7,214 1,875,604

連結会計年度中の変動額

　当期純損失 ─ ─ ─ △218,130

　自己株式の取得 ─ ─ ─ △20

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

70 △372 △301 △301

連結会計年度中の変動額合計
(千円)

70 △372 △301 △218,452

平成20年２月29日残高(千円) 68 6,844 6,913 1,657,151
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④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】
　

 
前中間連結会計期間

 
(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

 
当中間連結会計期間

 
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

１　税金等調整前中間(当期)純損失 △58,487 △416,329 △196,021

２　減価償却費 67,797 38,489 129,349

３　減損損失 3,303 12,591 21,664

４　負ののれん償却額 △ 1,938 △ 1,938 △ 3,876

５　貸倒引当金の増減額 △1,066 10,075 △2,080

６　賞与引当金の増減額 △98 △3,741 △1,248

７　返品調整引当金の増減額 △2,312 △7,600 32,856

８　ポイント引当金の増減額 2,700 △ 8,400 6,900

９　閉店損失引当金の増減額 32,000 24,336 ─

10　FC解約損失引当金の増加額 ─ 10,000 ─

11　関係会社整理損失引当金の
増加額

─ 27,613 ─

12　訴訟損失引当金の増減額 ─ △ 13,096 32,790

13　受取利息及び配当金 △660 △695 △2,303

14　支払利息 2,355 771 2,849

15　持分法による投資損失 ─ 1,089 ─

16　為替差損益 △3 4,602 3,194

17　固定資産除却損 7,738 775 8,331

18　売上債権の増減額 35,683 △201,879 △11,268

19　たな卸資産の増減額 △121,586 65,335 159,251

20　仕入債務の増減額 271,473 260,622 △16,190

21　未収金の増加額 ─ △113,289 △71,164

22　預り金の増減額 87,079 △3,404 35,123

23　その他 △67,145 9,274 61,580

　小計 256,833 △304,797 189,739

24　利息及び配当金の受取額 660 697 2,303

25  利息の支払額 △1,862 △771 △2,356

26　供託金の支払額 ─ ─ △22,000

27　和解金の支払額 ─ △9,587 ─

28　法人税等の支払額 △23,131 △21,560 △23,237

営業活動によるキャッシュ・フロー 232,500 △336,019 144,448

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

１　投資有価証券の取得による支出 △66 △67 △134

２　有形固定資産の取得による支出 △31,766 △13,916 △58,390

３　有形固定資産の売却による収入 ─ 2,646 ─

４　無形固定資産の取得による支出 △8,673 △4,451 △440

５　敷金保証金の取得による支出 △11,080 △174,958 △85,821

６　敷金保証金の返還による収入 10,523 16,815 60,474

７　貸付金の回収による収入 1,701 1,215 3,159

８　保険積立金の解約による収入 29,757 ─ 29,757

９　その他 △15,356 △16,352 357,422

投資活動によるキャッシュ・フロー △24,960 △189,068 306,026
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前中間連結会計期間
 

(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

 
当中間連結会計期間

 
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

１　短期借入金の増減額(純額) △50,000 ─ △50,000

２　長期借入金の返済による支出 △8,700 ─ △8,700

３　社債の償還による支出 △300,000 ─ △300,000

４　その他 － △1,571 △3,180

財務活動によるキャッシュ・フロー △358,700 △1,571 △361,880

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 250 △413 △385

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額 △150,909 △527,072 88,210

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 616,030 704,240 616,030

Ⅶ　現金及び現金同等物の中間期末(期末)残
高

465,120 177,167 704,240
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継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

前中間連結会計期間
(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前連結会計年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

 
――――――――――

 

　景気の先行き不透明感が増し、個人

消費の動向が弱含みで推移する現況

下、当社グループの属するエンターテ

インメント業界においては、消費者の

嗜好の多様化と配信構造の変化等に

よる競争の激化が進む中で、当社は、

いち早く、前期に業界大手の株式会社

アニメイトと資本・業務提携契約を

締結し、同社との共同出資による新会

社、株式会社アニブロを設立するとと

もに新ブランド「アニブロゲーマー

ズ」を立ち上げました。

　しかしながら、当社グループは、新ブ

ランド「アニブロゲーマーズ」の顧

客へのブランディングに時間を要し

たとともに、「アニブロ」店舗へのリ

ニューアルに伴う初期コストと移行

コストの一時負担を吸収できなかっ

たこと、また、当社グループ主力エリ

アである秋葉原での社会事件の発生

による一時的な顧客離れが生じたこ

と等による売上の減少が生じたこと

により、平成20年２月期において営業

損失69,229千円、当期純損失218,130

千円を計上し、当中間連結会計期間に

おいても、営業損失314,124千円、中間

純損失425,467千円を計上したこと

で、継続企業の前提に関する重要な疑

義が存在しております。

　当社グループは、このような状況を

解消すべく、引き続き株式会社アニメ

イトとの業務提携関係を強化し、同社

との人的交流を高めていくことで、店

舗運営を中心とした経営ノウハウの

向上、及び販売力、サービス力、商品企

画力並びに新商品創出力を強めると

ともに、同社と一体となって新ブラン

ド「アニブロゲーマーズ」のブラン

ディングを加速化することで、「アニ

ブロ店舗」の活性化を図り、顧客満足

度の高い店舗作りに取り組み、採算性

と収益性の高い店舗への店舗改革を

推進してまいります。また、株式会社

アニメイトと協力して仕入率の見直

しを図ることにより仕入コストの削

減、店舗の効率的運営によるコストパ

フォーマンスの向上に努めてまいり

ます。これらの課題に全社一丸となっ

て邁進することにより、早期に安定的

な黒字体質への転換を目指してまい

ります。

　なお、中間連結財務諸表は継続企業

を前提として作成されており、このよ

うな重要な疑義の影響を中間連結財

務諸表には反映しておりません。

 

――――――――――
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間連結会計期間
(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前連結会計年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

１連結の範囲に関する
事項

連結子会社の数　　　２社
会社の名称
ブロッコリー音楽出版株
式会社
Broccoli International
USA Inc.
非連結子会社はありませ
ん。
 

連結子会社の数　　　２社
会社の名称
ブロッコリー音楽出版株
式会社
Broccoli International
USA Inc.
非連結子会社はありませ
ん。

 

連結子会社の数　　　２社
会社の名称
ブロッコリー音楽出版株
式会社
Broccoli International
USA Inc. 

非連結子会社はありませ
ん。

２持分法の適用に関す
る事項

 

持分法を適用した関連会社
数　１社 
会社等の名称 
プロジェクトレヴォリュー
ション有限責任事業組合 
 

持分法を適用した関連会社
数　２社 
会社等の名称 
プロジェクトレヴォリュー
ション有限責任事業組合
株式会社アニブロ 

持分法を適用した関連会社
数　２社 
会社等の名称 
プロジェクトレヴォリュー
ション有限責任事業組合
株式会社アニブロ
　当連結会計年度において
新たに設立し関連会社と
なった株式会社アニブロを
持分法の適用範囲に含めて
おります。 

３連結子会社の中間決
算日(決算日)等に関
する事項

　 連 結 子 会 社 の う ち 、
Broccoli International 
USA Inc.の中間決算日は、6
月30日であります。
　中間連結財務諸表の作成
にあたっては、同日現在の
財務諸表を使用し、中間連
結決算日との間に生じた重
要な取引については、連結
上必要な調整を行っており
ます。
 

　同左
 
 

　 連 結 子 会 社 の う ち 、
Broccoli International 
USA Inc.の決算日は、12月
31日であります。
　連結財務諸表の作成にあ
たっては、同日現在の財務
諸表を使用し、連結決算日
との間に生じた重要な取引
については、連結上必要な
調整を行っております。

４会計処理基準に関す
る事項

(1)重要な資産の評価基
準及び評価方法

①有価証券 その他有価証券
(a)時価のあるもの
　中間連結決算日の市場価
格等に基づく時価法によっ
ております。
（評価差額は、全部純資産
直入法により処理し、売却
原価は移動平均法により算
定)

その他有価証券
 (a) 時価のあるもの

同左
 
 

その他有価証券
(a)時価のあるもの
　連結決算日の市場価格等
に基づく時価法によってお
ります。
（評価差額は、全部純資産
直入法により処理し、売却
原価は移動平均法により算
定)

(b)時価のないもの
　移動平均法による原価法
によっております。
 

(b)時価のないもの
同左

(b)時価のないもの
同左
 

②たな卸資産 主として総平均法による原
価法

同左 同左

　

EDINET提出書類

株式会社ブロッコリー(E02463)

半期報告書

32/80



　

項目
前中間連結会計期間
(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前連結会計年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

(2)重要な減価償却資産
の減価償却の方法  

①有形固定資産

 

当社及び国内連結子会社は
定率法
　なお、耐用年数及び残存価
額については、法人税法に
規定する方法と同一の基準
によっております。
　但し、器具備品のうち、映
像ソフトについては、社内
における販売見込数量基準
によっております。
在外連結子会社は定額法

当社及び国内連結子会社は
定率法
　なお、耐用年数及び残存価
額については、法人税法に
規定する方法と同一の基準
によっております。
　但し、器具備品のうち、映
像ソフトについては、社内
における販売見込数量基準
によっております。
在外連結子会社は定額法
　

当社及び国内連結子会社は
定率法
　なお、耐用年数及び残存価
額については、法人税法に
規定する方法と同一の基準
によっております。
　但し、器具備品のうち、映
像ソフトについては、社内
における販売見込数量基準
によっております。
在外連結子会社は定額法

(会計方針の変更)
法人税法の改正((所得税法
等の一部を改正する法律　
平成19年3月30日　法律第6
号)及び(法人税法施行令の
一部を改正する政令　平成
19年3月30日　政令第83号))
に伴い、平成19年4月1日以
降に取得したものについて
は、改正後の法人税法に基
づく方法に変更しておりま
す。これによる損益に与え
る影響は軽微であります。

(追加情報)
平成19年３月31日以前に取

得した有形固定資産のうち

償却可能限度額までの償却

が終了しているものについ

ては、残存価額を５年間で

均等償却しております。な

お、これによる損益に与え

る影響は軽微であります。
 

(会計方針の変更)
法人税法の改正((所得税法
等の一部を改正する法律　
平成19年3月30日　法律第6
号)及び(法人税法施行令の
一部を改正する政令　平成
19年3月30日　政令第83号))
に伴い、平成19年4月1日以
降に取得したものについて
は、改正後の法人税法に基
づく方法に変更しておりま
す。これによる損益に与え
る影響は軽微であります。

②無形固定資産
 

定額法
　但し、自社利用のソフト
ウェアについては、社内に
おける使用可能期間（５
年）に基づく定額法

同左
 

同左

(3)重要な引当金の計上
基準  

①貸倒引当金
 

　債権の貸倒れによる損失
に備えるため一般債権につ
いては貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権
については個別に回収可能
性を検討し、回収不能見込
額を計上しております。
 

同左 同左

②賞与引当金
 

　従業員の賞与の支給に備
えるため、支給見込額のう
ち当中間連結会計期間の負
担額を計上しております。
 

同左 　従業員の賞与の支給に備
えるため、支給見込額のう
ち当連結会計年度の負担額
を計上しております。
 

③返品調整引当金
 

　中間連結決算日後に発生
が予想される返品に備え
て、過去の返品実績率に基
づき、返品損失の見込額を
計上しております。

同左 　連結決算日後に発生が予
想される返品に備えて、過
去の返品実績率に基づき、
返品損失の見込額を計上し
ております。
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項目
前中間連結会計期間
(自　平成19年３月１日
　至　平成19年８月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年３月１日
　至　平成20年８月31日)

前連結会計年度
(自　平成19年３月１日
　至　平成20年２月29日)

④ポイント引当金
 

　店舗運営事業における販
売促進を目的としたポイン
ト使用については、使用実
績率に基づく使用見込額を
計上しております。 
 

同左 　同左

⑤閉店損失引当金 　店舗の閉鎖に伴い発生す
る損失に備えるため、店舗
閉店により見込まれる閉店
関連損失額を計上しており
ます。
（追加情報）
当中間連結会計期間におい
て店舗閉店に伴い損失の発
生が見込まれることとなっ
たため、閉店に関連して見
込まれる損失を引当計上す
ることといたしました。こ
れにより特別損失として閉
店関連損失見込額32,000千
円を計上したため、税金等
調整前中間純損失が同額増
加しております。

　店舗の閉鎖に伴い発生す
る損失に備えるため、店舗
閉店により見込まれる閉店
関連損失額を計上しており
ます。

―――――――
 

⑥FC解約損失引当金 ―――――――

 

　FCとの契約解約による損
失に備えるため、損失負担
見込額を計上しておりま
す。
 

―――――――

 

⑦関係会社整理損失引
当金

―――――――

 

　関係会社の整理に伴い、損
失見込額を計上しておりま
す。
 

―――――――

 
⑧訴訟損失引当金 ―――――――

 

―――――――

 

　訴訟に対する損失に備え
るため、将来発生する可能
性のある損失を見積り、必
要と認められる額を計上し
ております。

 
(4)重要なリース取引の
処理方法

　リース物件の所有権が借
主に移転すると認められる
もの以外のファイナンス・
リース取引については、通
常の賃貸借取引に係る方法
に準じた会計処理によって
おります。
 

同左 同左

(5)その他中間連結財務
諸表（連結財務諸
表）作成のための基
本となる重要な事項
 

  消費税等の会計処理
  方法

　税抜方式によっておりま
す。

同左 同左

５中間連結キャッシュ
・フロー計算書(連結
キャッシュ・フロー
計算書)における資金
の範囲

 

　手許現金、随時引出可能な
預金及び容易に換金可能で
あり、かつ、価値の変動につ
いて僅少なリスクしか負わ
ない取得日から３ヶ月以内
に償還期限の到来する短期
投資からなっております。
 

同左 同左
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表示方法の変更

前中間連結会計期間
(自　平成19年３月１日
　至　平成19年８月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年３月１日
　至　平成20年８月31日)

 (中間連結貸借対照表関係）

１.前中間連結会計期間において、区分掲記しておりま

した「投資有価証券」（当中間連結会計期間末残高

1,511千円）は、資産総額の100分の５以下であるため、

当中間連結会計期間から投資その他の資産の「その

他」に含めて表示しております。

 

 (中間連結貸借対照表関係）

　前中間連結会計期間において、流動資産の「その他」

に含めて表示しておりました「未収金」は、資産総額の

100分の５を超えたため、当中間連結会計期間より区分

掲記しております。

なお、前中間連結会計期間において「その他」に含めて

いた「未収金」は95,446千円であります。

２.中間連結財務諸表規則の改正により「連結調整勘

定」は当中間連結会計期間から「負ののれん」として、

固定負債の「その他」に含めて表示しております。な

お、当中間連結会計期間末における「負ののれん」の金

額は5,815千円であります。

(中間連結損益計算書関係）

　中間連結財務諸表規則の改正により「連結調整勘定償

却額」は当中間連結会計期間から「負ののれん償却

額」として表示しております。

 

(中間連結損益計算書関係）

１.前中間連結会計期間において、営業外収益の「その

他」に含めて表示しておりました「受取手数料」は、当

中間連結会計期間においてその金額が営業外収益の総

額の100分の10を超えたため、区分掲記することとして

おります。

なお、前中間連結会計期間において営業外収益の「その

他」に含めていた「受取手数料」は657千円でありま

す。

２．前中間連結会計期間において、営業外費用の「その

他」に含めて表示しておりました「支払手数料」は、当

中間連結会計期間においてその金額が営業外費用の総

額の100分の10を超えたため、区分掲記することとして

おります。

なお、前中間連結会計期間において営業外費用の「その

他」に含めていた「支払手数料」は302千円でありま

す。

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

１.中間連結財務諸表規則の改正により「連結調整勘定

償却額」は当中間連結会計期間から「負ののれん償却

額」として表示しております。

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　前中間連結会計期間において営業活動によるキャッ

シュ・フローの「その他」に含めて表示しておりまし

た「未収金の増加額」は、重要性が増したため、区分掲

記することとしております。なお、前中間連結会計期間

において営業活動によるキャッシュ・フローの「その

他」に含めていた「未収金の増加額」は△31,240千円

であります。

２.前中間連結会計期間において、区分掲記しておりま

した「前渡金の増減額」(当中間連結会計期間△24,748

千円)及び「未払消費税等の増減額」(当中間連結会計

期間△19,028千円)は、重要性が乏しくなったため、当中

間連結会計期間から営業活動によるキャッシュ・フ

ローの「その他」に含めて表示しております。

３.前中間連結会計期間において、営業活動による

キャッシュ・フローの「その他」に含めて表示してお

りました「預り金の増減額」は、重要性が増したため、

区分掲記することとしております。なお、前中間連結会

計期間において、営業活動によるキャッシュ・フローの

「その他」に含めていた「預り金の増減額」は△

23,934千円であります。
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注記事項

(中間連結貸借対照表関係)

　
前中間連結会計期間末
(平成19年８月31日)

当中間連結会計期間末
(平成20年８月31日)

前連結会計年度末
(平成20年２月29日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額
1,633,355千円

※１　有形固定資産の減価償却累計額
1,618,968千円

※１　有形固定資産の減価償却累計額
1,667,934千円

――――――― 　２　保証債務
   関係会社の仕入先に対する保証
債務は次の通りであります。

被保証者
保証金額
(千円)

内容

㈱アニブロ 133,030仕入債務

 

―――――――

(中間連結損益計算書関係)

前中間連結会計期間
(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前連結会計年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

※１　販売費及び一般管理費の主要
費目及び金額は次のとおりで
あります。

 

給料手当 341,323千円

賞与引当金繰入額 10,163千円

減価償却費 17,559千円

地代家賃 266,069千円

販売促進費 123,648千円

広告宣伝費 111,513千円

ポイント引当金

繰入額
2,700千円

※１　販売費及び一般管理費の主要
費目及び金額は次のとおりで
あります。

 

給料手当 239,581千円

賞与引当金繰入額 4,561千円

減価償却費 12,383千円

地代家賃 341,338千円

販売促進費 89,463千円

広告宣伝費 67,300千円

貸倒引当金繰入額 10,075千円

業務委託費 246,562千円

※１　販売費及び一般管理費の主要
費目及び金額は次のとおりで
あります。

 

給料手当 680,285千円

賞与引当金繰入額 8,637千円

減価償却費 33,475千円

地代家賃 531,017千円

販売促進費 257,556千円

広告宣伝費 236,010千円

貸倒引当金繰入額 2,933千円

ポイント引当金

繰入額
16,351千円

 

※２　固定資産除却損の内容は、次の
とおりであります。

器具備品 30千円

ソフトウェア 7,707千円

合計 7,738千円

 

※２　固定資産除却損の内容は、次の
とおりであります。

建物 393千円

ソフトウェア 381千円

合計 775千円

 

※２　固定資産除却損の内容は、次の
とおりであります。

建物 106千円

器具備品 516千円

ソフトウェア 7,707千円

合計 8,331千円
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　 前中間連結会計期間
(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前連結会計年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

※３　減損損失
  当中間連結会計期間におい
て、以下の資産について減損
損失を計上しております。

※３　減損損失
  当中間連結会計期間におい
て、以下の資産について減損
損失を計上しております。

※３　減損損失
  当連結会計年度において、
以下の資産について減損損失
を計上しております。

　　    

(1)減損損失を認識した主な資産

①場所：岡山県、宮城県

②用途：店舗

③種類：建物、器具備品、リース

資産及びソフトウェア

 

(2)減損損失の認識に至った経緯

　継続的に営業損失を計上してお

り、かつ将来のキャッシュ・フ

ローの見積り総額が各資産の帳

簿価額を下回るため減損損失を

認識しております。

 

(3)減損損失の内容

  ①建物 2,636千円

  ②器具備品 500千円

  ③リース資産 126千円

  ④ソフトウェア 39千円

合計 3,303千円

 

(4)資産のグルーピングの方法

　管理会計上の事業毎又は物件・

店舗毎に資産のグルーピングを

行っております。

 

(5)回収可能価額の算定方法

　回収可能価額は使用価値により

測定しており、回収可能価額はゼ

ロと算定しております。

 

①

用途 店舗設備

場所
東京都　１店舗
愛知県　１店舗
宮城県　１店舗

種類及び
減損損失

建物 7,002千円

器具備品 1,240千円

合計 8,242千円

減損損失
の認識に
至った経
緯

移転により今後の使用見
込みがなくなったため

回収可能
価額

正味売却価額

回収可能
価額の算
定方法

転売等が困難であるため、
正味売却価額はゼロと評
価しております。

 
 

②

用途 店舗設備

場所 東京都　１店舗

種類及び
減損損失

建物 2,059千円

器具備品 1,250千円

合計 3,309千円

減損損失
の認識に
至った経
緯

継続的に営業損失を計上
しており 、かつ将来の
キャッシュ・フローの見
積総額が各資産の帳簿価
額を下回るため

回収可能
価額

使用価値

回収可能
価額の算
定方法

使用価値はゼロと算定し
ております。

 

③

用途 遊休資産

場所 ――――

種類及び
減損損失

電話加入権 1,039千円

減損損失
の認識に
至った経
緯

今後の使用見込みがなく
なったため

回収可能
価額

正味売却価額

回収可能
価額の算
定方法

市場の実勢価格を基に算
定しております。

 

①

用途 店舗設備

場所
岡山県　１店舗
宮城県　１店舗

種類及び
減損損失

建物 2,636千円

器具備品 500千円

その他 166千円

合計 3,303千円

減損損失
の認識に
至った経
緯

継続的に営業損失を計上
しており 、かつ将来の
キャッシュ・フローの見
積総額が各資産の帳簿価
額を下回るため

回収可能
価額

使用価値

回収可能
価額の算
定方法

使用価値はゼロと算定し
ております。

 
②

用途 譲渡予定資産

場所
東京都　１店舗
大阪府　１店舗

種類及び
減損損失

建物 5,868千円

器具備品 1,676千円

その他 668千円

合計 8,212千円

減損損失
の認識に
至った経
緯

譲渡価額が各資産の帳簿
価額を下回るため

回収可能
価額

正味売却価額

回収可能
価額の算
定方法

正味売却価額は譲渡価額
により評価しております。

 
③

用途 遊休資産

場所 東京都　本社

種類及び
減損損失

リース資産 7,826千円

減損損失
の認識に
至った経
緯

今後の使用見込みがなく
なったため

回収可能
価額

正味売却価額

回収可能
価額の算
定方法

転売等が困難であるため、
正味売却価額はゼロと評
価しております。
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④

用途 米国事業

場所 米国　カリフォルニア

種類及び
減損損失

建物 436千円

器具備品 1,724千円

その他 160千円

合計 2,321千円

減損損失
の認識に
至った経
緯

継続的に営業損失を計上
しており 、かつ将来の
キャッシュ・フローの見
積総額が各資産の帳簿価
額を下回るため

回収可能
価額

使用価値

回収可能
価額の算
定方法

使用価値はゼロと算定し
ております。

 
(資産のグルーピングの方法)
　当社グループは管理会計上の事業毎
又は店舗毎に資産のグルーピングを
行っております。また、遊休資産につ
いては個々の物件毎にグルーピング
しております。

(資産のグルーピングの方法)
　当社グループは管理会計上の事業毎
又は店舗毎に資産のグルーピングを
行っております。また、譲渡予定資産
及び遊休資産については個々の物件
毎にグルーピングしております。

          ―――――― ※４　関係会社整理損失引当金繰入
額27,613千円が含まれており
ます。
 

          ――――――

※５　特別損失その他の内容は、次の
とおりであります。

保険解約損 6,831千円

          ―――――― ※５　特別損失その他の内容は、次の
とおりであります。

保険解約損 6,831千円

訴訟損失引当金繰入
額

32,790千円
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(中間連結株主資本等変動計算書関係)

前中間連結会計期間(自　平成19年３月１日　至　平成19年８月31日）

　１．発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 32,713,211 ― ― 32,713,211

　

  ２．自己株式に関する事項

　　　該当事項はありません。

  ３．新株予約権等に関する事項

　　　該当事項はありません。

　４．配当に関する事項

  該当事項はありません。

　

当中間連結会計期間(自　平成20年３月１日　至　平成20年８月31日）

　１．発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 32,713,211 ─ ─ 32,713,211

　

  ２．自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 211 ─ ─ 211

　

  ３．新株予約権等に関する事項

　　　該当事項はありません。

　４．配当に関する事項

  該当事項はありません。
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前連結会計年度(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日）

　１．発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 32,713,211 ─ ─ 32,713,211

　

  ２．自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) ─ 211 ─ 211

(変動事由の概要)

  増加数の内訳は次の通りであります。

  　自己株式取得による増加　211株

　

  ３．新株予約権等に関する事項

  該当事項はありません。

　

　４．配当に関する事項

  該当事項はありません。
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(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前中間連結会計期間
(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前連結会計年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

１　現金及び現金同等物の中間期
　末残高と中間連結貸借対照表に
　掲記されている科目の金額との
　関係
　
　
現金及び預金勘
定

465,120千円

現金及び現金同
等物

465,120千円

１　現金及び現金同等物の中間期
　末残高と中間連結貸借対照表に
　掲記されている科目の金額との
　関係
　
　
現金及び預金勘
定

177,167千円

現金及び現金同
等物

177,167千円

１　現金及び現金同等物の期末残
　高と連結貸借対照表に掲記され
　ている科目の金額との関係
　
　
　
現金及び預金勘
定

704,240千円

現金及び現金同
等物

704,240千円
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(リース取引関係)

前中間連結会計期間
(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前連結会計年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

 リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファイ
ナンス・リース取引
 

 リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファイ
ナンス・リース取引
 

 リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファイ
ナンス・リース取引
 

(1) リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額、減損損
失累計額相当額及び中間期末残
高相当額

(1) リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額、減損損
失累計額相当額及び中間期末残
高相当額

(1) リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額、減損損
失累計額相当額及び期末残高相
当額

 
取得価額
相当額

減価償却
累計額相
当額

減損損失
累計額相
当額

中間期末残高
相当額

有形
固定資
産(器具
備品)

千円
50,161

千円
36,107

千円
2,313

 
千円
11,740

 
無形
固定資
産(ソフ
トウェ
ア)

千円
51,049

千円
44,998

―
千円
6,051
 

合計
千円

101,211
千円
81,105

千円
2,313

千円
17,792

取得価額
相当額

減価償却
累計額相
当額

減損損失
累計額相
当額

中間期末残高
相当額

有形
固定資
産(器具
備品)

千円
9,180

千円
7,057

千円
126

 
千円
1,995

 
無形
固定資
産(ソフ
トウェ
ア)

千円
20,176

千円
6,027

千円
7,250

千円
6,899

合計
千円
29,356

千円
13,084

千円
7,376

千円
8,895

取得価額
相当額

減価償却
累計額相
当額

減損損失
累計額相
当額

期末残高
相当額

有形固定
資産(器具
備品)

千円
26,767

千円
19,002

千円
2,887

 
千円
4,877

 

無形固定
資産(ソフ
トウェア)

千円
36,176

千円
19,853

千円
7,826

 
千円
8,496

 

合計
千円
62,944

千円
38,856

千円
10,714

千円
13,374

 
(2) 未経過リース料中間期末残高相
当額及びリース資産減損勘定中
間期末残高

１年以内 16,389千円

１年超 2,847千円

合計 19,237千円

リース資産減損
勘定中間期末残
高

809千円

 

 
(2) 未経過リース料中間期末残高相
当額及びリース資産減損勘定中
間期末残高

１年以内 5,358千円

１年超 10,464千円

合計 15,823千円

リース資産減損
勘定中間期末残
高

6,490千円

 
(2) 未経過リース料期末残高相当額
及びリース資産減損勘定期末残
高

１年以内 9,060千円

１年超 12,905千円

合計 21,965千円

リース資産減損
勘定期末残高
 

8,082千円

 

 
(3) 支払リース料、リース資産減損
勘定の取崩額、減価償却費相当
額、支払利息相当額及び減損損
失

 

支払リース料 16,738千円

リース資産減損

勘定の取崩額
376千円

減価償却費相当
額 15,811千円

支払利息相当額 410千円

減損損失 126千円

 

 
(3) 支払リース料、リース資産減損
勘定の取崩額、減価償却費相当
額、支払利息相当額及び減損損
失

 

支払リース料 5,582千円

リース資産減損

勘定の取崩額
1,591千円

減価償却費相当
額 3,935千円

支払利息相当額 470千円

減損損失 ─千円

 
(3) 支払リース料、リース資産減損
勘定の取崩額、減価償却費相当
額、支払利息相当額及び減損損
失

 

支払リース料 30,363千円

リース資産減損

勘定の取崩額
1,376千円

減価償却費
相当額

27,293千円

支払利息相当額 931千円

減損損失 8,400千円

 
(4) 減価償却費相当額の算定方法
　リース期間を耐用年数とし、残
存価額を零とする定額法によっ
ております。

 

 
(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

 
(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

(5) 支払利息相当額の算定方法
　リース料総額とリース物件の
取得価額相当額との差額を利息
相当額とし、各期への配分方法
については利息法によっており
ます。

(5) 支払利息相当額の算定方法
同左

(5) 支払利息相当額の算定方法
同左

　

(有価証券関係)

前中間連結会計期間末（平成19年８月31日現在）

１　その他有価証券で時価のあるもの　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
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区分 取得原価 中間連結貸借対照表計上額 差額

(1) 株式 1,020 943 △ 76

(2) 債券 ― ― ―

計 1,020 943 △ 76

（注）減損処理にあたっては、中間連結会計期間末における時価の取得原価に対する下落率が50％以上の銘柄について

は全て減損処理を行い、30％以上50％未満の銘柄については時価の回復可能性を検討した上で減損処理を行って

おります。

　

２　時価評価されていない主な有価証券の内容　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

中間連結貸借対照表計上額

その他有価証券

　非上場株式 567

　

当中間連結会計期間末（平成20年８月31日現在）

１　その他有価証券で時価のあるもの　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

区分 取得原価 中間連結貸借対照表計上額 差額

(1) 株式 1,155 1,220 64

(2) 債券 ― ― ―

計 1,155 1,220 64

（注）減損処理にあたっては、中間連結会計期間末における時価の取得原価に対する下落率が50％以上の銘柄について

は全て減損処理を行い、30％以上50％未満の銘柄については時価の回復可能性を検討した上で減損処理を行って

おります。

　

２　時価評価されていない主な有価証券の内容　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：千円）

中間連結貸借対照表計上額

その他有価証券

　非上場株式 82

前連結会計年度末（平成20年２月29日現在）

１　その他有価証券で時価のあるもの　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

区分 取得原価 連結貸借対照表計上額 差額

(1) 株式 1,088 1,203 115

(2) 債券 ― ― ―

計 1,088 1,203 115

（注）減損処理にあたっては、期末における時価の取得原価に対する下落率が50％以上の銘柄については全て減損処理

を行い、30％以上50％未満の銘柄については時価の回復可能性を検討した上で減損処理を行っております。

　

２　時価評価されていない主な有価証券の内容　　　　　　　　　　　　　　　　 　（単位：千円）

連結貸借対照表計上額

その他有価証券

　非上場株式 82
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(デリバティブ取引関係)

前中間連結会計期間末(平成19年８月31日現在)

該当事項はありません。

　

当中間連結会計期間末(平成20年８月31日現在)

該当事項はありません。

　

前連結会計年度末(平成20年２月29日現在)

該当事項はありません。

　

　

(ストック・オプション等関係)

   前中間連結会計期間(自　平成19年３月１日　至　平成19年８月31日)

該当事項はありません。

　

   当中間連結会計期間(自　平成20年３月１日　至　平成20年８月31日)

該当事項はありません。

　

   前連結会計年度(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日）

該当事項はありません。

前へ
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(セグメント情報)

  【事業の種類別セグメント情報】

前中間連結会計期間(自　平成19年３月１日　至　平成19年８月31日)、当中間連結会計期間(自　平成20年

３月１日　至　平成20年８月31日)及び前連結会計年度(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日)

　当社グループの事業は、単一であるため事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

　

  【所在地別セグメント情報】

前中間連結会計期間(自　平成19年３月１日　至　平成19年８月31日)、当中間連結会計期間(自　平成20年

３月１日　至　平成20年８月31日)及び前連結会計年度(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日)

　全セグメントの売上高の合計額に占める日本の割合が90％を超えているため、記載を省略しておりま

す。

　

  【海外売上高】

前中間連結会計期間(自　平成19年３月１日　至　平成19年８月31日)、当中間連結会計期間(自　平成20年

３月１日　至　平成20年８月31日)及び前連結会計年度(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日)

　海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。

　

(企業結合等関係)

前中間連結会計期間(自　平成19年３月１日　至　平成19年８月31日)

該当事項はありません。

　

当中間連結会計期間(自　平成20年３月１日　至　平成20年８月31日)

該当事項はありません。

　

前連結会計年度(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

項目
前中間連結会計期間
(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前連結会計年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

１株当たり純資産額 55円25銭 37円58銭 50円66銭

１株当たり中間(当期)純損失 2円13銭 13円01銭 　6円67銭

　なお、潜在株式調整後１
株当たり中間純利益につ
いては、新株引受権及び新
株予約権の付与を行って
おりますが、１株当たり中
間純損失であるため記載
しておりません。
 

　なお、潜在株式調整後１
株当たり中間純利益につ
いては、新株引受権及び新
株予約権の付与を行って
おりますが、１株当たり中
間純損失であるため記載
しておりません。　

　なお、潜在株式調整後１
株当たり当期純利益につ
いては、新株引受権及び新
株予約権の付与を行って
おりますが、１株当たり当
期純損失であるため記載
しておりません。

　
(注)算定上の基礎

１株当たり中間(当期)純損失及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益

前中間連結会計期間
(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前連結会計年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

１株当たり中間(当期)純損失

中間連結損益計算書上の中間
(当期)純損失(千円)

69,698 425,467 218,130

普通株主に帰属しない金額 　　　　　　　　　　― 　　　　　　　　　　― 　　　　　　　　　　―

普通株式に係る中間(当期)純
損失(千円)

69,698 425,467 218,130

普通株式の期中平均株式数
(株)

32,713,211 32,713,000 32,713,141

潜在株式調整後1株当たり中
間(当期)純利益

当期純利益調整額 　　　　　　　　　　― 　　　　　　　　　　― 　　　　　　　　　　―

普通株式増加数（株） 　　　　　　　　　　― 　　　　　　　　　　― 　　　　　　　　　　―

（うち新株予約権） （―） （―） （―）

希薄化効果を有しないため、
潜在株式調整後１株当たり中
間(当期)純利益の算定に含め
なかった潜在株式の概要
旧商法第280条ノ19第１項の
規定による新株引受権(株)

76,000 34,000 66,000

平成13年改正旧商法第280条
ノ20及び280条ノ21の規定に
よる新株予約権(株)

113,000 52,000 106,000
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(重要な後発事象)

前中間連結会計期間
(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前連結事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)
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　当社の開発委託先であった株式会
社レイアップより未払ロイヤリティ
等の支払を求める訴えがあり、当社
はこれに対し、過払金返還の反訴請
求をしておりましたが、平成19年11
月８日、東京地方裁判所より反訴請
求を棄却し、当社に29,025千円及び
遅延損害金の支払命ずる判決があり
ました。当社はこれを不服として平
成19年11月12日、東京高等裁判所へ
控訴しました。

１.当社は、運転資金として以下の借　
　入を実行しております。

──────
 

①借入先 株式会社アニメイ
ト

②借入金額 300,000千円

③利率 4%

④返済条件 一括返済

⑤実施時期 平成20年９月１日

⑥返済期限 平成21年２月27日

⑦担保等 返済期限以降に発
生する店舗売上代
金預け金

　また、平成20年10月23日開催の取
締役会決議に基づき、運転資金を目
的として平成20年11月10日に以下
の金銭消費貸借契約を締結し、平成
20年11月14日に300,000千円の借入
を実行しております。
①借入先 株式会社アニメイ

ト
②借入金額 500,000千円

③利率 4%

④返済条件 一括返済
（但し、一部又は全
部の繰上返済可
能）

⑤実施時期 平成20年11月14日
(300,000千円)
平成20年12月３日
(200,000千円)

⑥返済期限 平成24年12月３日

⑦担保等 関係会社株式及び
返済期限以降に発
生する店舗売上代
金預け金

２.当社は、平成20年11月19日開催の
取締役会において、連結子会社で
あるBroccoli International USA
Inc.の解散を決議いたしました。
①解散の理由

　当該子会社は、米国において版権
ビジネス管理、キャラクターグッズ
の制作、卸売、小売店運営及びEコ
マース事業を行ってまいりました
が、競争激化等に伴い売上・利益と
もに大幅な減少傾向にあり、これま
で経費の削減等に努めてまいりま
したが、更なる業績回復は困難であ
るとの結論に至り、解散することと
いたしました。
②商号 Broccoli 

International USA
Inc.

③事業内容

　米国における版権ビジネス管理、
キャラクターグッズの制作、卸売、
小売店運営及びEコマース事業
④持分比率 当社100%

⑤解散時期 平成20年12月

⑥子会社の状況（平成20年６月末
  現在）
繰越利益剰余金 △1,829千米ドル

負債総額 　1,061千米ドル 　
⑦当該解散による会社の損失見込
  額
　当中間連結会計期間末までに関係
会社整理損を計上しており、今後発
生する損失は軽微であると見込ん
でおります。
⑧当該解散が営業活動等へ及ぼす
  影響
　当該解散が営業活動等へ及ぼす影
響は軽微であると見込んでおりま
す。
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(2)【その他】

①当社は、開発委託先であった株式会社レイアップとロイヤリティの支払に関し係争中でありましたが、

平成20年５月30日、当社が同社に対し31,587千円を支払うことで和解が成立しました。

②当社は、システム開発を委託しておりました横浜メディックス株式会社に対し、平成20年１月に納品物

の完成不能により契約解除を通知し、平成20年２月に既支払額及び納品遅延による見積損害額の賠償

を求める通知を行っておりました。これに対し、同社より平成20年３月に20,338千円の支払を求める訴

えがありました。当社はこの訴えについて根拠がないと考えており、平成20年６月に18,206千円の支払

を求める反訴請求をいたしました。
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２ 【中間財務諸表等】

(1) 【中間財務諸表】

① 【中間貸借対照表】

　

前中間会計期間末

(平成19年８月31日)

当中間会計期間末

(平成20年８月31日)

前事業年度
要約貸借対照表
(平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

１　現金及び預金 453,465 166,212 683,011

２　売掛金 434,215 619,992 401,844

３　たな卸資産 1,322,935 1,030,521 1,056,617

４　前払費用 53,536 75,159 53,185

５　未収金 ─ 247,094 136,105

６　その他 ※３ 146,767 85,905 402,308

貸倒引当金 △38,168 △11,085 △1,049

流動資産合計 2,372,75075.6 2,213,80084.9 2,732,02287.0

Ⅱ　固定資産

１　有形固定資産

(1) 器具備品 90,141 21,875 50,755

(2) その他 56,957 25,989 52,351

有形固定資産合計 ※１ 147,099 4.7 47,865 1.8 103,106 3.3

２　無形固定資産 9,312 0.3 7,415 0.3 7,505 0.2

３　投資その他の資産

(1) 敷金保証金 518,351 242,191 197,539

(2) その他 91,490 194,418 186,407

貸倒引当金 ─ △96,761 △86,031

投資その他の
資産合計

609,841 19.4 339,848 13.0 297,915 9.5

固定資産合計 766,25324.4 395,12915.1 408,52713.0

資産合計 3,139,004100.0 2,608,929100.0 3,140,550100.0
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前中間会計期間末

(平成19年８月31日)

当中間会計期間末

(平成20年８月31日)

前事業年度
要約貸借対照表
(平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

１　買掛金 1,004,957 957,944 707,703

２　未払金 96,022 229,435 159,208

３　賞与引当金 11,313 6,422 10,163

４　返品調整引当金 9,167 23,007 27,572

５　ポイント引当金 21,700 17,500 25,900

６　閉店損失引当金 32,000 24,336 ─

７　FC解約損失引当金 ─ 10,000 ─

８　関係会社整理損失引当金 ─ 13,178 ─

９　訴訟損失引当金 ─ ─ 32,790

10　その他 ※３ 169,327 90,924 588,643

流動負債合計 1,344,48842.8 1,372,74952.6 1,551,98249.4

Ⅱ　固定負債

１　その他 3,409 6,517 9,129

固定負債合計 3,4090.1 6,5170.3 9,1290.3

負債合計 1,347,89742.9 1,379,26652.9 1,561,11249.7
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前中間会計期間末

(平成19年８月31日)

当中間会計期間末

(平成20年８月31日)

前事業年度
要約貸借対照表
(平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

１　資本金 2,877,16391.7 2,877,163110.3 2,877,16391.6

２　資本剰余金

(1) 資本準備金 1,330,204 1,330,204 1,330,204

資本剰余金合計 1,330,20442.4 1,330,20451.0 1,330,20442.4

３　利益剰余金

(1) その他利益剰余金

　　特別償却準備金 86 ─ ─

繰越利益剰余金 △2,416,271 △2,977,722 △2,627,976

利益剰余金合計 △2,416,184△77.0 △2,977,722△114.2 △2,627,976△83.7

４　自己株式 ─ ─ △20 △0.0 △20△0.0

株主資本合計 1,791,18257.1 1,229,62347.1 1,579,36950.3

Ⅱ　評価・換算差額等

１　その他有価証券
　　評価差額金

△76△0.0 38 0.0 68 0.0

評価・換算差額等合計 △76△0.0 38 0.0 68 0.0

純資産合計 1,791,10657.1 1,229,66247.1 1,579,43750.3

負債純資産合計 3,139,004100.0 2,608,929100.0 3,140,550100.0

　

EDINET提出書類

株式会社ブロッコリー(E02463)

半期報告書

53/80



② 【中間損益計算書】

　

前中間会計期間

(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間会計期間

(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前事業年度
要約損益計算書

(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 4,629,313100.0 4,786,716100.0 9,938,781100.0

Ⅱ　売上原価 ※１ 3,436,82874.2 3,807,22279.5 7,558,49176.1

売上総利益 1,192,48425.8 979,49420.5 2,380,28923.9

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１ 1,186,30625.7 1,259,58326.4 2,410,49124.2

営業利益又は営業損失
(△)

6,1780.1 △280,088△5.9 △30,201△0.3

Ⅳ　営業外収益 ※２ 3,3510.1 12,3480.3 10,1840.1

Ⅴ　営業外費用 ※３ 2,7440.1 2,6350.0 6,7060.1

経常利益又は経常損失
(△)

6,7850.1 △270,375△5.6 △26,723△0.3

Ⅵ　特別利益 ※４ ─ ─ 18,9780.4 ─ ─

Ⅶ　特別損失 ※５,６ 72,1681.5 89,2471.9 239,6812.4

税引前中間(当期)純損
失

65,382△1.4 340,644△7.1 266,404△2.7

法人税、住民税
及び事業税

11,17411,1740.3 9,100 9,1000.2 21,94421,9440.2

中間(当期)純損失 76,557△1.7 349,745△7.3 288,349△2.9
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③ 【中間株主資本等変動計算書】

　

前中間会計期間(自　平成19年３月１日　至　平成19年８月31日)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計

資本準備金 資本剰余金合計

その他利益剰余金

利益剰余金合計
特別償却準備

金
繰越利益剰余金

平成19年２月28日残高(千円)2,877,1631,330,2041,330,204 173△2,339,801△2,339,6271,867,739

中間会計期間中の変動額

　中間純損失 ― ― ― ─ △76,557△76,557△76,557

　特別償却準備金の取崩 ― ― ― △86 86 ― ―

　株主資本以外の項目の中間
　会計期間中の変動額(純額)

― ― ― ― ― ― ―

中間会計期間中の変動額合計
(千円)

― ― ― △86 △76,470△76,557△76,557

平成19年８月31日残高(千円)2,877,1631,330,2041,330,204 86 △2,416,271△2,416,1841,791,182

　

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年２月28日残高(千円) △2 △2 1,867,737

中間会計期間中の変動額

　中間純損失 ― ― △76,557

　特別償却準備金の取崩 ― ― ―

　株主資本以外の項目の中間
　会計期間中の変動額(純額)

△74 △74 △74

中間会計期間中の変動額合計
(千円)

△74 △74 △76,631

平成19年８月31日残高(千円) △76 △76 1,791,106
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当中間会計期間(自　平成20年３月１日　至　平成20年８月31日)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

資本剰余金
合計

その他利益剰余
金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

平成20年２月29日残高(千円)2,877,1631,330,2041,330,204△2,627,976△2,627,976 △20 1,579,369

中間会計期間中の変動

　中間純損失 ― ― ― △349,745△349,745 ― △349,745

　株主資本以外の項目の中間
　会計期間中の変動額(純額)

― ― ― ― ― ― ―

中間会計期間中の変動額合計
(千円)

― ― ― △349,745△349,745 ― △349,745

平成20年８月31日残高(千円)2,877,1631,330,2041,330,204△2,977,722△2,977,722 △20 1,229,623

　

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成20年２月29日残高(千円) 68 68 1,579,437

中間会計期間中の変動額

　中間純損失 ─ ─ △349,745

　株主資本以外の項目の中間
　会計期間中の変動額(純額)

△29 △29 △29

中間会計期間中の変動額合計
(千円)

△29 △29 △349,775

平成20年８月31日残高(千円) 38 38 1,229,662
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前事業年度(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

資本剰余金
合計

その他利益剰余金
利益剰余金
合計特別償却

準備金
繰越利益
剰余金

平成19年２月28日残高(千円)2,877,1631,330,2041,330,204173△2,339,801△2,339,627 ― 1,867,739

事業年度中の変動額

　特別償却準備金の取崩 ― ― ― △173 173 ― ― ―

　当期純損失 ― ― ― ― △288,349△288,349 ― △288,349

　自己株式の取得 ― ― ― ― ― ― △20 △20

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

― ― ― ― ― ― ― ―

事業年度中の変動額合計
(千円)

― ― ― △173 △288,175△288,349 △20 △288,370

平成20年２月29日残高(千円)2,877,1631,330,2041,330,204 ― △2,627,976△2,627,976△20 1,579,369

　

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年２月28日残高(千円) △ 2 △ 2 1,867,737

事業年度中の変動額

　特別償却準備金の取崩 ― ― ―

　当期純損失 ― ― △288,349

　自己株式の取得 ― ― △20

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

70 70 70

事業年度中の変動額合計
(千円)

70 70 △288,299

平成20年２月29日残高(千円) 68 68 1,579,437
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(継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況)

前中間会計期間
(自　平成19年３月１日
  至　平成19年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年３月１日
  至　平成20年８月31日)

前事業年度
(自　平成19年３月１日
  至　平成20年２月29日)

 
――――――――――

　景気の先行き不透明感が増し、個

人消費の動向が弱含みで推移する

現況下、当社の属するエンターテイ

ンメント業界においては、消費者の

嗜好の多様化と配信構造の変化等

による競争の激化が進む中で、当社

は、いち早く、前期に業界大手の株

式会社アニメイトと資本・業務提

携契約を締結し、同社との共同出資

による新会社、株式会社アニブロを

設立するとともに新ブランド「ア

ニブロゲーマーズ」を立ち上げま

した。

　しかしながら、当社は、新ブランド

「アニブロゲーマーズ」の顧客へ

のブランディングに時間を要した

とともに、「アニブロ」店舗へのリ

ニューアルに伴う初期コストと移

行コストの一時負担を吸収できな

かったこと、また、当社主力エリア

である秋葉原での社会事件の発生

による一時的な顧客離れが生じた

こと等による売上の減少が生じた

ことにより、平成20年２月期におい

て営業損失30,201千円、当期純損失

288,349千円を計上し、当中間会計

期間においても、営業損失280,088

千円、中間純損失349,745千円を計

上したことで、継続企業の前提に関

する重要な疑義が存在しておりま

す。

　当社は、このような状況を解消す

べく、引き続き株式会社アニメイト

との業務提携関係を強化し、同社と

の人的交流を高めていくことで、店

舗運営を中心とした経営ノウハウ

の向上、及び販売力、サービス力、商

品企画力並びに新商品創出力を強

めるとともに、同社と一体となって

新ブランド「アニブロゲーマー

ズ」のブランディングを加速化す

ることで、「アニブロ店舗」の活性

化を図り、顧客満足度の高い店舗作

りに取り組み、採算性と収益性の高

い店舗への店舗改革を推進してま

いります。また、株式会社アニメイ

トと協力して仕入率の見直しを図

ることにより仕入コストの削減、店

舗の効率的運営によるコストパ

フォーマンスの向上に努めてまい

ります。これらの課題に全社一丸と

なって邁進することにより、早期に

安定的な黒字体質への転換を目指

してまいります。

　なお、中間財務諸表は継続企業を

前提として作成されており、このよ

うな重要な疑義の影響を中間財務

諸表には反映しておりません。

 
――――――――――
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

項目
前中間会計期間

(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

１資産の評価基準及び

評価方法

 

(1)有価証券 子会社株式

　移動平均法による原価法

その他有価証券

①時価のあるもの

　中間決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価差

額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定)

子会社株式

同　左

その他有価証券

①時価のあるもの
同　左

子会社株式

同　左

その他有価証券

①時価のあるもの

　決算期末日の市場価格等

に基づく時価法(評価差

額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定)

②時価のないもの

　移動平均法による原価法

 

②時価のないもの

同　左

②時価のないもの

同　左

(2)たな卸資産 商品、製品及び貯蔵品 商品、製品及び貯蔵品 商品、製品及び貯蔵品

　総平均法による原価法 同　左 同　左

仕掛品 仕掛品 仕掛品

　個別法による原価法

 

同　左 同　左

２固定資産の減価償却

の方法

 

(1)有形固定資産 定率法

　なお、耐用年数及び残存価

額については、法人税法に

規定する方法と同一の基準

によっております。

　但し、器具備品のうち、映

像ソフトについては、社内

における販売見込数量基準

によっております。

定率法

　なお、耐用年数及び残存価

額については、法人税法に

規定する方法と同一の基準

によっております。

　但し、器具備品のうち、映

像ソフトについては、社内

における販売見込数量基準

によっております。

定率法

　なお、耐用年数及び残存価

額については、法人税法に

規定する方法と同一の基準

によっております。

　但し、器具備品のうち、映

像ソフトについては、社内

における販売見込数量基準

によっております。

(会計方針の変更)

法人税法の改正((所得税法

等の一部を改正する法律　

平成19年3月30日　法律第6

号)及び(法人税法施行令の

一部を改正する政令　平成

19年3月30日　政令第83号))

に伴い、平成19年4月1日以

降に取得したものについて

は、改正後の法人税法に基

づく方法に変更しておりま

す。これによる損益に与え

る影響は軽微であります。

(追加情報)

平成19年３月31日以前に取

得した有形固定資産のうち

償却可能限度額までの償却

が終了しているものについ

ては、残存価額を５年間で

均等償却しております。な

お、これによる損益に与え

る影響は軽微であります。

 

(会計方針の変更)

法人税法の改正((所得税法

等の一部を改正する法律　

平成19年3月30日　法律第6

号)及び(法人税法施行令の

一部を改正する政令　平成

19年3月30日　政令第83号))

に伴い、平成19年4月1日以

降に取得したものについて

は、改正後の法人税法に基

づく方法に変更しておりま

す。これによる損益に与え

る影響は軽微であります。

(2)無形固定資産 定額法

　但し、自社利用のソフト

ウェアについては、社内に

おける使用可能期間(５年)

に基づく定額法

 

同　左 同　左
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項目
前中間会計期間

(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

(3)長期前払費用

 

定額法 同　左 同　左

３引当金の計上基準

 

(1)貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。

同　左 同　左

(2)賞与引当金 従業員の賞与の支給に備え

るため、支給見込額のうち

当中間会計期間の負担額を

計上しております。

同　左 従業員の賞与の支給に備え

るため、支給見込額のうち

当事業年度に負担すべき額

を計上しております。

(3)返品調整引当金 中間決算日後に発生が予想

される返品に備えて、過去

の返品実績率に基づき、返

品損失の見込額を計上して

おります。

同　左 決算日後に発生が予想され

る返品に備えて、過去の返

品実績率に基づき、返品損

失の見込額を計上しており

ます。

(4)ポイント引当金 店舗運営事業における販売

促進を目的としたポイント

使用については、使用実績

率に基づく使用見込額を計

上しております。

 

同　左
 

同　左
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項目
前中間会計期間

(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

(5)閉店損失引当金 店舗の閉鎖に伴い発生する

損失に備えるため、店舗閉

店により見込まれる閉店関

連損失額を計上しておりま

す。

（追加情報）

当中間会計期間において店

舗閉店に伴い損失の発生が

見込まれることとなったた

め、閉店に関連して見込ま

れる損失を引当計上するこ

とといたしました。これに

より特別損失として閉店関

連損失見込額32,000千円を

計上したため、税引前中間

純損失が同額増加しており

ます。

店舗の閉鎖に伴い発生する

損失に備えるため、店舗閉

店により見込まれる閉店関

連損失額を計上しておりま

す。

 

―――――――

 

(6)FC解約損失引当金 ―――――――

 

FCとの契約解約による損失

に備えるため、損失負担見

込額を計上しております。

―――――――

 

(7)関係会社整理損失引

　 当金 

―――――――

 

関係会社の整理に伴い、損

失負担見込額を計上してお

ります。

―――――――

 

(8)訴訟損失引当金 ―――――――

 

―――――――

 

訴訟に対する損失に備える

ため、将来発生する可能性

のある損失を見積り、必要

と認められる額を計上して

おります。

 

４リース取引の処理方

  法

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。

　

同　左 同　左

５その他中間財務諸表

　(財務諸表)作成のた

　めの基本となる重要

　な事項

 
消費税等の会計処理
 

消費税等の会計処理は税抜

方式によっております。

 

同　左

 

同　左
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表示方法の変更

前中間会計期間
(自　平成19年３月１日
　至　平成19年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年３月１日
　至　平成20年８月31日)

 (中間貸借対照表関係)

　前中間会計期間において、区分掲記しておりました

「投資有価証券」（当中間会計期間末残高 1,511千

円）は、資産総額の100分の５以下であるため、当中間会

計期間から投資その他の資産の「その他」に含めて表

示しております。

 (中間貸借対照表関係）

  前中間会計期間において、流動資産の「その他」に含

めて表示しておりました「未収金」は、資産総額の100

分の５を超えたため、当中間会計期間より区分掲記して

おります。

なお、前中間会計期間において「その他」に含めており

ました「未収金」は95,251千円であります。
　
次へ
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注記事項

(中間貸借対照表関係)

　
前中間会計期間末
(平成19年８月31日)

当中間会計期間末
(平成20年８月31日)

前事業年度末
(平成20年２月29日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額
　　　　　　　　　　 1,629,579千円

※１　有形固定資産の減価償却累計額
　　　　　　　　　　 1,614,862千円

※１　有形固定資産の減価償却累計額
　 　　　　　　　　  1,663,531千円

――――――― 　２　保証債務
   関係会社の仕入先に対する保証債
 務は次の通りであります。

被保証者
保証金額
(千円)

内容

㈱アニブロ 133,030仕入債務

 

―――――――

※３　消費税等の取扱い
　 仮払消費税等及び仮受消費税等は
 　相殺のうえ流動負債の「その他」
　 として表示しております。

※３　消費税等の取扱い
　 仮払消費税等及び仮受消費税等は
 　相殺のうえ流動資産の「その他」
　 として表示しております。

―――――――
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(中間損益計算書関係)

　
前中間会計期間

(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

※１　減価償却実施額

有形固定資産 51,740千円

無形固定資産 4,362千円

 

※１　減価償却実施額

有形固定資産 35,996千円

無形固定資産 1,928千円

※１　減価償却実施額

有形固定資産 114,223千円

無形固定資産 6,539千円

※２　営業外収益のうち主要なもの

受取利息配当金 645千円

受取手数料 1,857千円

 

※２　営業外収益のうち主要なもの

受取利息配当金 881千円

受取手数料 9,395千円

 

※２　営業外収益のうち主要なもの

受取利息配当金 2,274千円

受取手数料 5,611千円

 

※３　営業外費用のうち主要なもの

支払利息 572千円

社債利息 1,783千円

 

※３　営業外費用のうち主要なもの

支払利息 771千円

支払手数料 1,571千円

 

※３　営業外費用のうち主要なもの

支払利息 1,368千円

社債利息 1,480千円

支払手数料 3,159千円

          ―――――― ※４　特別利益のうち主要なもの

訴訟損失引当金

戻入益
13,096千円

ポイント引当金

戻入益
4,749千円

          

          ――――――

 

※５　特別損失のうち主要なもの

固定資産除却損 7,738千円

減損損失 3,303千円

閉店損失 10,831千円

閉店損失引当金繰

入額
32,000千円

たな卸資産処分損 11,462千円
 

※５　特別損失のうち主要なもの

固定資産除却損 775千円

減損損失 12,591千円

閉店損失 20,100千円

閉店損失引当金繰

入額
24,336千円

FC解約損失引当金

繰入額
10,000千円

貸倒引当金繰入額 7,720千円

関係会社整理損失

引当金繰入額
13,178千円

　　  　
 

※５　特別損失のうち主要なもの

固定資産除却損 8,331千円

減損損失 19,343千円

閉店損失 46,025千円

関係会社株式評価

損
59,602千円

たな卸資産処分損 11,462千円

貸倒引当金繰入額 54,182千円

訴訟損失引当金繰

入額
32,790千円
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　 前中間会計期間
(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

　※６　減損損失

  当中間会計期間において、以下

の資産について減損損失を計上

しております。

　※６　減損損失

  当中間会計期間において、以下

の資産について減損損失を計上

しております。

　※６　減損損失

  当事業年度において、以下の資

産について減損損失を計上して

おります。

(1)減損損失を認識した主な資産 ①

用途 店舗設備

場所
東京都　１店舗
愛知県　１店舗
宮城県　１店舗

種類及び
減損損失

建物 7,002千円

器具備品 1,240千円

合計 8,242千円

減損損失
の認識に
至った経
緯

移転により今後の使用見
込みがなくなったため

回収可能
価額

正味売却価額

回収可能
価額の算
定方法

転売等が困難であるため、
正味売却価額はゼロと評
価しております。

 

①

用途 店舗設備

場所
岡山県　１店舗
宮城県　１店舗

種類及び
減損損失

建物 2,636千円

器具備品 500千円

その他 166千円

合計 3,303千円

減損損失
の認識に
至った経
緯

継続的に営業損失を計上
しており 、かつ将来の
キャッシュ・フローの見
積総額が各資産の帳簿価
額を下回るため

回収可能
価額

使用価値

回収可能
価額の算
定方法

使用価値はゼロと算定し
ております。

 

①場所：岡山県、宮城県

②用途：店舗

③種類：建物、器具備品、リース資

産及びソフトウェア

 

(2)減損損失の認識に至った経緯

　継続的に営業損失を計上してお

り、かつ将来のキャッシュ・フ

ローの見積り総額が各資産の帳簿

価額を下回るため減損損失を認識

しております。

 

(3)減損損失の内容

①建物 2,636千円

②器具備品 500千円

③リース資産 126千円

④ソフトウェア 39千円

合計 3,303千円

(4)資産のグルーピングの方法

　管理会計上の事業毎又は物件・

店舗毎に資産のグルーピングを

行っております。

(5)回収可能価額の算定方法

　回収可能価額は使用価値により

測定しており、回収可能価額はゼ

ロと算定しております。

②

用途 店舗設備

場所 東京都　１店舗

種類及び
減損損失

建物 2,059千円

器具備品 1,250千円

合計 3,309千円

減損損失
の認識に
至った経
緯

継続的に営業損失を計上
しており 、かつ将来の
キャッシュ・フローの見
積総額が各資産の帳簿価
額を下回るため

回収可能
価額

使用価値

回収可能
価額の算
定方法

使用価値はゼロと算定し
ております。

 

②

用途 譲渡予定資産

場所
東京都　１店舗
大阪府　１店舗

種類及び
減損損失

建物 5,868千円

器具備品 1,676千円

その他 668千円

合計 8,212千円

減損損失
の認識に
至った経
緯

譲渡価額が各資産の帳簿
価額を下回るため

回収可能
価額

正味売却価額

回収可能
価額の算
定方法

正味売却価額は譲渡価額
により評価しております。
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③

用途 遊休資産

場所 ――――

種類及び
減損損失

電話加入権 1,039千円

減損損失
の認識に
至った経
緯

今後の使用見込みがなく
なったため

回収可能
価額

正味売却価額

回収可能
価額の算
定方法

市場の実勢価格を基に算
定しております。

(資産のグルーピングの方法)

  当社は管理会計上の事業毎又は店

舗毎に資産のグルーピングを行って

おります。また、遊休資産については

個々の物件毎にグルーピングしてお

ります。

 

③

用途 遊休資産

場所 東京都　本社

種類及び
減損損失

リース資産 7,826千円

減損損失
の認識に
至った経
緯

今後の使用見込みがなく
なったため

回収可能
価額

正味売却価額

回収可能
価額の算
定方法

転売等が困難であるため、
正味売却価額はゼロと評
価しております。

(資産のグルーピングの方法)

　当社は管理会計上の事業毎又は店

舗毎に資産のグルーピングを行って

おります。また、譲渡予定資産及び遊

休資産については個々の物件毎にグ

ルーピングしております。
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(中間株主資本等変動計算書関係)

前中間会計期間(自　平成19年３月１日　至　平成19年８月31日）
　

　　　自己株式に関する事項
　

　　　　該当事項はありません。

　

当中間会計期間(自　平成20年３月１日　至　平成20年８月31日）

　　　自己株式に関する事項
　

　　　

株式の種類 前中間会計期間末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 211 ─ ─ 211

　

前事業年度(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日）

　　　自己株式に関する事項
　

　

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） ─ 211 ─ 211

(注)普通株式の自己株式の株式数の増加211株は、単元未満株式の買取による増加であります。
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(リース取引関係）

前中間会計期間
(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

 リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファイ
ナンス・リース取引
 

 リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファイ
ナンス・リース取引
 

 リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファイ
ナンス・リース取引
 

(1) リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額、減損損
失累計額相当額及び中間期末残
高相当額

(1) リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額、減損損
失累計額相当額及び中間期末残
高相当額

(1) リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額、減損損
失累計額相当額及び期末残高相
当額

 
取得価額
相当額

減価償却
累計額相
当額

減損損失
累計額相
当額

中間期末残高
相当額

有形
固定資
産(器具
備品)

千円
50,161

千円
36,107

千円
2,313

 
千円
11,740

 
無形
固定資
産(ソフ
トウェ
ア)

千円
51,049

千円
44,998

―
千円
6,051
 

合計
千円

101,211
千円
81,105

千円
2,313

千円
17,792

取得価額
相当額

減価償却
累計額相
当額

減損損失
累計額相
当額

中間期末残高
相当額

有形
固定資
産(器具
備品)

千円
9,180

千円
7,057

千円
126

 
千円
1,995

 
無形
固定資
産(ソフ
トウェ
ア)

千円
20,176

千円
6,027

千円
7,250

千円
6,899

合計
千円
29,356

千円
13,084

千円
7,376

千円
8,895

取得価額
相当額

減価償却
累計額相
当額

減損損失
累計額相
当額

期末残高
相当額

有形固定
資産(器具
備品)

千円
26,767

千円
19,002

千円
2,887

 
千円
4,877

 

無形固定
資産(ソフ
トウェア)

千円
36,176

千円
19,853

千円
7,826

 
千円
8,496

 

合計
千円
62,944

千円
38,856

千円
10,714

千円
13,374

 
(2) 未経過リース料中間期末残高相
当額及びリース資産減損勘定中
間期末残高

１年以内 16,389千円

１年超 2,847千円

合計 19,237千円

リース資産減損
勘定中間期末残
高

809千円

 

 
(2) 未経過リース料中間期末残高相
当額及びリース資産減損勘定中
間期末残高

１年以内 5,358千円

１年超 10,464千円

合計 15,823千円

リース資産減損
勘定中間期末残
高

6,490千円

 
(2) 未経過リース料期末残高相当額
及びリース資産減損勘定期末残
高

１年以内 9,060千円

１年超 12,905千円

合計 21,965千円

リース資産減損
勘定期末残高

8,082千円

 

 
(3) 支払リース料、リース資産減損
勘定の取崩額、減価償却費相当
額、支払利息相当額及び減損損
失

 

支払リース料 16,738千円

リース資産減損

勘定の取崩額
376千円

減価償却費相当
額 15,811千円

支払利息相当額 410千円

減損損失 126千円

 

 
(3) 支払リース料、リース資産減損
勘定の取崩額、減価償却費相当
額、支払利息相当額及び減損損
失

 

支払リース料 5,582千円

リース資産減損

勘定の取崩額
1,591千円

減価償却費相当
額 3,935千円

支払利息相当額 470千円

減損損失 ─千円

 
(3) 支払リース料、リース資産減損
勘定の取崩額、減価償却費相当
額、支払利息相当額及び減損損
失

 

支払リース料 30,363千円

リース資産減損

勘定の取崩額
1,376千円

減価償却費
相当額

27,293千円

支払利息相当額 931千円

減損損失 8,400千円

 
(4) 減価償却費相当額の算定方法
　リース期間を耐用年数とし、残
存価額を零とする定額法によっ
ております。

 

 
(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

 
(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

(5) 支払利息相当額の算定方法
　リース料総額とリース物件の
取得価額相当額との差額を利息
相当額とし、各期への配分方法
については利息法によっており
ます。

(5) 支払利息相当額の算定方法
同左

(5) 支払利息相当額の算定方法
同左

　

(有価証券関係)

　　　前中間会計期間末（平成19年８月31日）

EDINET提出書類

株式会社ブロッコリー(E02463)

半期報告書

68/80



　　　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

　

　　　当中間会計期間末（平成20年８月31日）

　　　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

　

　　　前事業年度末（平成20年２月29日）

　　　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

　

(企業結合等関係)

　　　前中間会計期間（自　平成19年３月１日　至　平成19年８月31日）

　　　　該当事項はありません。

　

　　　当中間会計期間（自　平成20年３月１日　至　平成20年８月31日）

　　　　該当事項はありません。

　

　　　前事業年度（自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日）

　　　　該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　

項目
前中間会計期間

(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

１株当たり純資産額 54円75銭 37円59銭 48円28銭

１株当たり中間(当期)純損
失

2円34銭 10円69銭 8円81銭

　なお、潜在株式調整後１株
当たり中間純利益について
は、新株引受権及び新株予約
権の付与を行っております
が、１株当たり中間純損失で
あるため記載しておりませ
ん。
 

　なお、潜在株式調整後１株
当たり中間純利益について
は、新株引受権及び新株予約
権の付与を行っております
が、１株当たり中間純損失で
あるため記載しておりませ
ん。
　

　なお、潜在株式調整後１株
当たり当期純利益について
は、新株引受権及び新株予約
権の付与を行っております
が、１株当たり当期損失であ
るため記載しておりません。

　
　　算定上の基礎

１株当たり中間(当期)純損失及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益

項目
前中間会計期間

(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

１株当たり中間(当期)純損失

中間損益計算書(損益計算書)
上の中間(当期)純損失(千円)

76,557 349,745 288,349

普通株主に帰属しない金額 ─ ─ ─

普通株式に係る中間(当期)純
損失(千円)

76,557 349,745 288,349

普通株式の期中平均株式数
(株)

32,713,211 32,713,000 32,713,141

潜在株式調整後
１株当たり中間(当期)純利益

当期純利益調整額 ─ 　　　　　　　　　　― 　　　　　　　　　　―

普通株式増加数（株） 　　　　　　　　　　― 　　　　　　　　　　― 　　　　　　　　　　―

（うち新株予約権） 　　　　　　　　　（―） 　　　　　　　　　（―） 　　　　　　　　　（―）

希薄化効果を有しないため、
潜在株式調整後１株当たり中
間(当期)純利益の算定に含め
なかった潜在株式の概要

旧商法第280条ノ19第１項の
規定による新株引受権(株)

76,000 34,000 66,000

平成13年改正旧商法第280条
ノ20及び280条ノ21の規定に
よる新株予約権(株)

113,000 52,000 106,000
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(重要な後発事象)

前中間会計期間
(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)
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　当社の開発委託先であった株式会
社レイアップより未払ロイヤリティ
等の支払を求める訴えがあり、当社
はこれに対し、過払金返還の反訴請
求をしておりましたが、平成19年11
月８日、東京地方裁判所より反訴請
求を棄却し、当社に29,025千円及び
遅延損害金の支払命ずる判決があり
ました。当社はこれを不服として平
成19年11月12日、東京高等裁判所へ
控訴しました。

１.当社は、運転資金として以下の借
入を実行しております。

──────
 

①借入先 株式会社アニメイ
ト

②借入金額 300,000千円

③利率 4%

④返済条件 一括返済

⑤実施時期 平成20年９月１日

⑥返済期限 平成21年２月27日

⑦担保等 返済期限以降に発
生する店舗売上代
金預け金

　また、平成20年10月23日開催の取
締役会決議に基づき、運転資金を目
的として平成20年11月10日に以下
の金銭消費貸借契約を締結し、平成
20年11月14日に300,000千円の借入
を実行しております。
①借入先 株式会社アニメイ

ト
②借入金額 500,000千円

③利率 4%

④返済条件 一括返済
（但し、一部又は全
部の繰上返済可
能）

⑤実施時期 平成20年11月14日
(300,000千円)
平成20年12月３日
(200,000千円)

⑥返済期限 平成24年12月３日

⑦担保等 関係会社株式及び
返済期限以降に発
生する店舗売上代
金預け金

２.当社は、平成20年11月19日開催の　
取締役会において、連結子会社で
あるBroccoli International USA
Inc.の解散を決議いたしました。
①解散の理由

　当該子会社は、米国において版権
ビジネス管理、キャラクターグッズ
の制作、卸売、小売店運営及びEコ
マース事業を行ってまいりました
が、競争激化等に伴い売上・利益と
もに大幅な減少傾向にあり、これま
で経費の削減等に努めてまいりま
したが、更なる業績回復は困難であ
るとの結論に至り、解散することと
いたしました。
②商号 Broccoli 

International USA
Inc.

③事業内容

　米国における版権ビジネス管理、
キャラクターグッズの制作、卸売、
小売店運営及びEコマース事業
④持分比率 当社100%

⑤解散時期 平成20年12月

⑥子会社の状況（平成20年６月末
  現在）
繰越利益剰余金 △1,829千米ドル

負債総額 　1,061千米ドル 　
⑦当該解散による会社の損失見込
  額
　当中間会計期間末までに関係会社
株式評価損、貸倒引当金、関係会社
整理損失引当金を計上しており、今
後発生する損失は軽微であると見
込んでおります。
⑧当該解散が営業活動等へ及ぼす
影響
　当該解散が営業活動等へ及ぼす影
響は軽微であると見込んでおりま
す。
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(2)【その他】

①当社は、開発委託先であった株式会社レイアップとロイヤリティの支払に関し係争中でありましたが、

平成20年５月30日、当社が同社に対し31,587千円を支払うことで和解が成立しました。

②当社は、システム開発を委託しておりました横浜メディックス株式会社に対し、平成20年１月に納品物

の完成不能により契約解除を通知し、平成20年２月に既支払額及び納品遅延による見積損害額の賠償

を求める通知を行っておりました。これに対し、同社より平成20年３月に20,338千円の支払を求める訴

えがありました。当社はこの訴えについて根拠がないと考えており、平成20年６月に18,206千円の支払

を求める反訴請求をいたしました。

　

前へ
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第６ 【提出会社の参考情報】

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1)有価証券報告書及びその添付書類

事業年度　第14期(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日)

　平成20年５月26日　関東財務局長に提出

　

(2)有価証券報告書の訂正報告書

事業年度　第13期(自　平成18年３月１日　至　平成19年２月28日)

　有価証券報告書の訂正報告書

　平成20年５月21日　関東財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書

　
平成19年11月20日

株式会社 ブ ロ ッ コ リ ー

取 締 役 会　御 中

三　優　監　査　法　人

　

代 表　社 員
業務執行社員

公認会計士　　川　　野　　佳　　範　　㊞

　
業務執行社員 公認会計士　　古　　藤　　智　　弘　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社ブロッコリーの平成19年３月１日から平成20年２月29日までの連結会計年度の中間

連結会計期間(平成19年３月１日から平成19年８月31日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸

借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書につ

いて中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法

人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なう

ような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等

を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結

果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表

の作成基準に準拠して、株式会社ブロッコリー及び連結子会社の平成19年８月31日現在の財政状態並びに同

日をもって終了する中間連結会計期間(平成19年３月１日から平成19年８月31日まで)の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　

追記情報

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は株式会社レイアップとの訴訟に関して、平成19年11月８

日、東京地方裁判所より会社の反訴請求を棄却し会社に29,025千円及び遅延損害金の支払を命ずる判決を受

けた。会社はこれを不服として、平成19年11月12日、東京高等裁判所へ控訴している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以上

─────────────────────────────────────────────────────

（※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管して

おります。
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独立監査人の中間監査報告書

　
平成20年11月27日

株式会社 ブ ロ ッ コ リ ー

取 締 役 会　御 中

三　優　監　査　法　人

　

代 表　社 員
業務執行社員

公認会計士　　川　　野　　佳　　範　　㊞

　
業務執行社員 公認会計士　　古　　藤　　智　　弘　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社ブロッコリーの平成20年３月１日から平成21年２月28日までの連結会計年度の中間

連結会計期間(平成20年３月１日から平成20年８月31日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸

借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書につ

いて中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法

人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なう

ような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等

を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結

果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表

の作成基準に準拠して、株式会社ブロッコリー及び連結子会社の平成20年８月31日現在の財政状態並びに同

日をもって終了する中間連結会計期間(平成20年３月１日から平成20年８月31日まで)の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　

追記情報

1.　継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は平成20年２月期に営業損失69,229千円、当

期純損失218,130千円を計上し、当中間連結会計期間においても営業損失314,124千円、中間純損失425,467

千円を計上している状況にあり、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経

営計画等は当該注記に記載されている。中間連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このよ

うな重要な疑義の影響を中間連結財務諸表には反映していない。

2.　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は中間決算日後に重要な金銭消費貸借契約を締結し、その

一部について実行するとともに担保資産の提供を行っている。

3.　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成20年11月19日開催の取締役会において、連結子会社

であるBroccoli USA Inc.の解散を決議している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以上

─────────────────────────────────────────────────────

（※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管して

おります。
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独立監査人の中間監査報告書

　
平成19年11月20日

株式会社 ブ ロ ッ コ リ ー

取 締 役 会　御 中

三　優　監　査　法　人

　

代 表　社 員
業務執行社員

公認会計士　　川　　野　　佳　　範　　㊞

　
業務執行社員 公認会計士　　古　　藤　　智　　弘　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社ブロッコリーの平成19年３月１日から平成20年２月29日までの第14期事業年度の中

間会計期間(平成19年３月１日から平成19年８月31日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、

中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法

人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重

要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心と

した監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として

中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社ブロッコリーの平成19年８月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会

計期間(平成19年３月１日から平成19年８月31日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと

認める。

　

追記情報

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は株式会社レイアップとの訴訟に関して、平成19年11月８

日、東京地方裁判所より会社の反訴請求を棄却し会社に29,025千円及び遅延損害金の支払を命ずる判決を受

けた。会社はこれを不服として、平成19年11月12日、東京高等裁判所へ控訴している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以上

─────────────────────────────────────────────────────

（※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管して

おります。
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独立監査人の中間監査報告書

　
平成20年11月27日

株式会社 ブ ロ ッ コ リ ー

取 締 役 会　御 中

三　優　監　査　法　人

　

代 表　社 員
業務執行社員

公認会計士　　川　　野　　佳　　範　　㊞

　
業務執行社員 公認会計士　　古　　藤　　智　　弘　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社ブロッコリーの平成20年３月１日から平成21年２月28日までの第15期事業年度の中

間会計期間(平成20年３月１日から平成20年８月31日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、

中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法

人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重

要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心と

した監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として

中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社ブロッコリーの平成20年８月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会

計期間(平成20年３月１日から平成20年８月31日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと

認める。

　

追記情報

1.　継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は平成20年２月期に営業損失30,201千円、当

期純損失288,349千円を計上し、当中間会計期間においても営業損失280,088千円、中間純損失349,745千円

を計上している状況にあり、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計

画等は当該注記に記載されている。中間財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要

な疑義の影響を中間財務諸表には反映していない。

2.　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は中間決算日後に重要な金銭消費貸借契約を締結し、その

一部について実行するとともに担保資産の提供を行っている。

3.　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成20年11月19日開催の取締役会において、連結子会社

であるBroccoli International USA Inc.の解散を決議している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以上

─────────────────────────────────────────────────────

（※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管して

おります。
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